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開  会 

 

○土居政策推進室長 定刻よりは尐し早うございますが、おそろいになられましたので、

ただいまより「食料・農業・農村政策審議会食品産業部会」を開催させていただきます。  

 委員の皆様方におかれましては、お忙しいところ、お集まりいただきまして、誠にあり

がとうございます。  

 本日、進行役を務めさせていただきます総合食料局総務課政策推進室長の土居でござい

ます。よろしくお願いいたします。  

 それでは、早速でございますが、開催に当たりまして、鹿野農林水産大臣から御挨拶を

お願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 

鹿野農林水産大臣挨拶  

 

○鹿野農林水産大臣 一言、御挨拶をさせていただきたいと思います。今日は、審議会の

食品産業部会に山口部会長を初めとして委員のメンバーの方々にこうやって足をお運びい

ただきまして、ありがとうございました。  

 また、今日は特別御意見をいただく方々もお越しをいただきまして、本当にありがとう

ございます。  

 大震災後２か月以上たつわけでございますけれども、いろんな面におきまして御協力を

いただいておりまして、心から改めて感謝を申し上げたいと思います。  

 もともと食品産業部会の委員の皆様方に、我が国の食品産業の将来の方向性をお出しい

ただくことになっていたわけでございます。しかし、３月 11 日以来、御案内のとおりに、

我が国の成長戦略をどうしていくのか、あるいはまたエネルギー政策はどうなのか、ある

いはまた輸出をこれからどうしていくのか、そして農林水産業の再生というものをどう考

えていくのか、一つひとつ取り上げてみましても、この大震災の発生によって大きな変化

があったわけでございまして、そのことによって、今、申し上げたような政策的なことも、

政府といたしましても、それぞれの考え方に立って、改めて検討し直さなければならない

というところもあるわけでございます。 

 そういう意味では、食品産業部会の委員の皆様方に今日の状況を御認識をいただいてい

るわけでございますけれども、今後の我が国の在り方ということも含めた形で、食品産業

の将来像に向けて御議論をいただく。そして、しかるべきときにそのお考えを出していた

だければと、こんなふうに考えているところでございます。そういう意味で、今日の状況

の中で、誠に恐縮でございますけれども、総合的な見地から、いろいろと御議論をいただ

ければ大変ありがたいことでございます。そして、引き続いてひとつどうぞ、大変お時間

をお取りするということになりますけれども、曲げて、その点、お許しをいただきまして、

お取組みしていただきますことを心からお願いを申し上げまして、一言、農林水産省を代
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表いたしましてお願いをさせていただく次第であります。どうぞよろしくお願い申し上げ

ます。 

○土居政策推進室長 大臣、どうもありがとうございました。  

 大臣は所用がございまして、ここで退席されます。大臣、どうもありがとうございまし

た。 

（大臣退室）  

○土居政策推進室長 それでは、本日の委員の皆様方の御出席状況でございますが、青山

委員、石渡委員、柴田委員、新浪委員におかれましては、日程の都合がつかず御欠席とな

ってございます。 

 また、本日は、先般の東日本大震災における対応をお聞きするために、食品関係企業の

皆様にお越しいただいておりますので、御紹介させていただきます。  

 山崎製パン株式会社の伊藤様。  

 キリンビバレッジ株式会社の戸叶様。  

 株式会社イトーヨーカ堂の福田様。  

 日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社の古賀様でございます。  

 農林水産側の出席者は、お手元の座席表のとおりでございます。  

 続きまして、配付資料の確認をさせていただきます。配付資料一覧にございますように、

議事次第、委員名簿及び参考人名簿、資料１～３、それから、別綴じの参考資料を配付し

てございます。万が一、資料の過不足がございましたら、事務局までお申しつけいただき

たいと思いますが、よろしいでしょうか。  

 それでは、恐縮でございますが、山口部会長におかれましては、以後の司会をよろしく

お願いいたします。  

○山口部会長 部会長を務めさせていただいております山口でございます。  

 早速、これより私の方で議事を進行させていただきます。  

 委員の皆様方、大変にお忙しい中でありますが、御参集をいただきまして、誠にありが

とうございます。  

 それでは、本日の議事の進め方について確認をしたいと思います。本日は、御議論いた

だく部分は２点ございます。１点目は「食品産業の将来方向」について。２点目は「食品

リサイクル小委員会」の議論開始について、この順番で皆様方に御審議をお願いをいたし

ます。 

 事務局並びに委員各位におかれましては、限定された時間内でありますが、効率よく議

事を進められるよう、円滑な進行に御協力をいただければと思います。よろしくお願い申

し上げます。  

 なお、本部会につきましては、審議会議事規則第３条第２項の規定によりまして、会議

は公開することになっております。  

 また、本部会における皆様の御意見等につきましては、審議会議事規則第４条の規定に
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よりまして、議事録としてとりまとめた上で、皆様に御確認をいただき、公開をさせてい

ただきますので、よろしくお願いを申し上げます。  

  

「食品産業の将来方向」について  

 

○山口部会長 最初の議題は、「食品産業の将来方向」についてであります。食は人間生

活の基本であります。緊急時にあってもこれを供給するということは、食品産業として最

も重要な役目であり、食品産業の将来方向の議論と切り離すことができないということで

あります。今回の甚大な被害をもたらした東日本大震災の中で、食品産業の皆様方も、緊

急支援物資の提供等、被災地に対する食料供給や、被災地以外の地域の食料供給で御努力

をされたことと拝察申し上げます。  

 しかし、当然のことながら、その過程で浮き彫りになった課題もあるかと思います。先

ほどの大臣のお話にもありましたが、こうした課題と対応策についても、我々の中で考え

る、議論をする必要があると思います。  

 本日は、先ほど御紹介した４社の方々に特別にお越しをいただいております。被災時の

取組みや今後の対応方向等、お聞きをし、率直な意見交換をさせていただき、その後の議

論につなげたいと思います。  

 それでは、まず、山崎製パン株式会社の伊藤様、よろしくお願い申し上げます。  

○山崎製パン㈱ 伊藤参考人 ただいま御紹介いただきました山崎製パンの伊藤と申しま

す。 

 それでは、資料に沿って御説明させていただきます。  

 本日は貴重なお時間をいただきまして、このような場をつくってくださいまして、本当

にありがとうございます。  

 本題に入ります前に、会社の仕組みを御紹介して、その上で御説明した方がわかりやす

いかと思いますので、まず会社の紹介をさせていただきます。  

 １ページ目でございますが、会社の概要でございます。これは見ていただければわかる

と思います。  

 めくっていただきまして、２ページ目でございます。私どもがつくっている製品でござ

いますが、写真にございますように、山崎製パンでございますので、パンが中心となって

おりまして、そのほか、和菓子、洋菓子、あと、これはグループ会社になりますが、調理

パン・米飯類、あとはヤマザキナビスコですとか、東ハト、不二家などでお菓子をつくっ

ております。  

 本体でつくっていますパン、和菓子、洋菓子につきましては、日持ちのしないものがほ

とんどでございまして、消費期限のついた製品でございます。そのため、下の３ページ目

に工場の配置をあらわしておりますが、日持ちがしないということで、余り遠くまで運べ

ないため、消費地の中に工場を建て、その工場が周辺のエリアを担当し、そこで生産活動
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・販売活動を行っております。一つ一つの工場が独立採算制を取っているとともに、どの

工場でも同じようなものをつくっているというのが特徴であります。例えば、今回地震の

ございました仙台の工場では、福島県、宮城県、岩手県、山形県など、東北を管轄してお

ります。 

 次をめくっていただきまして、物の流れと情報の流れでございます。私どもは、受注生

産で商品をつくっております。計画生産でどんとつくってためておくというよりは、毎日

毎日注文をいただいて、明日のものをつくっていくという商売をしておりまして、つくっ

たものは日持ちがしないですから、問屋を通さず、自社のトラックで１日２回、直接お店

にお届けするという事業をしております。  

 さて、本題のお話でございますが、下の５ページ目になります。当社では、被災地に対

する食糧支援と、被災地以外の通常生産・販売を維持することが今回の使命と受け止めて

おりました。 

 被災地に対する食糧支援でございますが、５月 25 日までにパンで約 1,000 万個供給さ

せていただいております。一番多かったのは地震の翌日で、１日当たり 60 万個を被災地

に出荷しております。  

 その反面、被災地以外の地域で平常と同じように事業活動をしなければいけないという

ことがありまして、通常ですと、全国で毎日 1,500 万個のパン、和菓子、洋菓子をつくっ

てお届けしておりますので、これをどうにか維持しなければいけない。この被災地以外の

中には、細かく言いますと、例えば、東北では、被害のある地域と、被害の尐ない地域が

ありましたので、東北の中でも事業を継続しなければいけないということがございました。

その中で色々な障害が発生いたしましたので、この辺を御紹介してまいります。  

 一番の被害は、やはり仙台にございます工場が被災してしまったということでして、こ

の工場があれば簡単にお届けすることができたのですが、写真にございますように、建屋

が損傷したり、生産ラインがたくさん損傷したりしました。あとは、ライフラインが復旧

するまでに、電気で４日間、水が 12 日間、ガスは LPG ですがパイプがずれましたので、

気密試験に 10 日間ほどかかりました。あとはボイラー用重油の供給が止まってしまった

ということです。本来でしたら、日々100 万個提供できるのが、止まってしまった。ただ、

この中で幸いでしたことは物流部門が無事でしたので、11 日の地震から３日後の月曜日 1

4 日からは配送部門が再開できているということです。  

 次のページでございますが、工場が止まってしまったので、ほかの地域のどの工場でも

同じものをつくっておりますから、ほかから東北へものを運ぼうということが始まりまし

た。関東地区には 10 個ほど工場がありますけれども、翌日の 12 日のお昼にはほぼ正常な

状態に戻っておりましたので、こちらを使って東北地区を支援しようと当初考えたわけで

ございます。実際、在庫原料で工場を動かしたのですが、原料メーカーから連絡がどんど

ん入りまして、ライフラインが切断したり、倉庫が倒壊したり、運ぶ燃料がないですとか、

いろんな問題があって、原料がなかなか届けられないという事態が発生してしまいました。 



 

 5 

 また、14 日からは計画停電があるということで、これでは関東地区では安定した供給が

できないという事態になってきたわけです。計画停電がたくさんの影響を及ぼしました。

パン生地の発酵は温度に敏感で、パン生地の温度が 0.5 度変わっただけで、もう製品には

ならないという精度で仕事をしておりますので、ちょっとの停電で半日だめになってしま

うという状況でした。  

 次に、その下のページでございますけれども、受注システムをオンラインでやったりし

ていますが、停電のためにできなくなりまして、お取引様に多大な御迷惑をおかけしまし

た。具体的には、明日お届けするパンにつきましては、今日の夕方までに注文をいただい

ているのですが、それが不可能になってきましたので、１日繰り上げて前々日の発注にし

ていただいておりました。更に、注文いただいた製品をお店ごとに工場の中で仕分けする

のですが、このコンピュータも止まってしまいましたので、手作業で印刷用紙に注文を打

ち込みまして、それで一つひとつやりました。そうしますと、トラックの出発時間が数時

間遅れてしまったり、こんな状況でした。  

 あとは、燃料不足がございました。私どもの工場には物流がございますので、通常 10

～20 日分ぐらい軽油を備蓄しておりました。ただ、原材料メーカー等から輸送用燃料がな

いということで、私どもの工場の軽油をお分けしてたりしていたこともあり、一番使って

しまった工場で残りが２日分しかないという事態も発生しまして、燃料における不安定な

状況がございました。  

 次のページでございますけれども、では、このような影響の尐ない中京以西の工場での

生産支援体制を取ろうということになりました。実は、地震が起きた 11 日の翌々日の日

曜日には私どもの社長の飯島が現地入りしまして、仙台工場を訪れて、従業員を励ました

り、宮城県の対策本部に行きまして副知事にお会いしたりして現状を聞かせていただきま

した。その結果、これは会社を挙げて支援しなければいけないという経営判断に至り、中

京以西の工場で増産しようということになりました。  

 このようななか、農水省の食糧貿易課の御配慮もいただきまして、自衛隊の輸送機を小

牧基地から飛ばしていただけることが決まりました。弊社としましても、中京・関西地区

の生産効率を上げるため、実施しておりましたキャンペーンを一時中止しました。また、

たくさんの種類をつくっていますと、製品の切替えで時間を取ってしまいますので、お取

引様には非常に御迷惑をおかけしましたけれども、アイテムを大幅にカットさせていただ

きました。このような決断をさせていただきました結果、被災地へ毎日 20 万個のパンと、

仙台工場エリア内の無事だったお店への供給が日々50 万個ございまして、これを可能とす

ることができました。  

 下のページになりますけれども、支援食糧を提供させていただいている間に、またいろ

いろ問題も出てきました。当初は寒い時期でしたが、桜が咲く時期になってきますと気温

が上昇してきまして、消費期限の問題が出てまいりました。被災している方は皆さん、今、

携帯電話をお持ちですので、今日届いたパンが期限ぎりぎりですとか、期限が切れている
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のが来ましたというお話もいただきまして、すぐ現地に飛びまして確認させてもらいまし

た。ずっとパンでは飽きてしまいますので、炊き出しのおにぎりなどが急遽差し入れされ

ますと、どうしてもそちらを優先しなければいけないということもございまして、これは

どうにかしてより新鮮な製品を直接お届けしなければいけないということになりました。  

 ４月 14 日に現地の仙台工場が全面復旧いたしましたので、これを契機に、市町村、宮

城県、農水省に御相談しまして、いろいろ御配慮いただきました結果、下のブルーの囲み

にございますけれども、西日本の工場から自社のトラックで小牧基地へ運びまして、小牧

から輸送機で松島基地へ飛びまして、そこから自衛隊のトラックで県や市町村の集積場へ

運んでいただいて、そこからまた自衛隊や宅配業者が避難場所までお持ちするということ

で、何度も何度も積み替えしますので、２日ぐらいかかってしまうということでした。仙

台工場から直接お持ちすることができれば、その日のうちにお届けできますので、17 日か

ら早速移行させていただきました。現在も５万個を日々お届けしております。  

 蛇足ですが、山崎パンは支援にこんなに力を入れて、これでもうけているのではないか

と言われることがありますが、実は、政府から依頼のありました分については、過日、数

億円いただいたのですが、それはほぼすべて現地に入り込んで支援しています民間団体に

支援金として寄附させていただきました。仮設住宅に入る方への家電製品ですとか、そう

いうことに緊急で使っていただいております。  

 次のページでございますけれども、このようなことを踏まえまして、今後の対応という

ことですが、今回、不幸中の幸いだということがございまして、本社とか、省庁が集約し

ている東京が停電にならなかったということが非常に大きかったと思います。地震が起き

て１時間後ぐらいですか、農水省の食糧貿易課から電話が来まして、食糧支援の体制を至

急整えてくださいという依頼がありました。夜中じゅう、官邸や農水省ですとか、宮城県、

市町村、物流会社、各工場と連絡を取り合って、そのお陰で翌日の午前中に 60 万個の手

配ができたのです。 

 もう一つ、休日に起きなくてよかったなと。私どもの会社としましては、冒頭申し上げ

ましたように、どの工場でも同じものをつくっておりますので、１つの工場が被災しても、

ほかの工場でカバーできますので、どうにか連絡がつけば、いろんな対応ができるという

ことで、下の囲みでございますが、連絡手段を幾つか持っております。普通の電話ですと

か、優先電話とか、10 種類ぐらいございます。今回新たに携帯の災害時優先電話を NTT

からいただきまして、役員ですとか、私ども総務部門、各工場にこれを導入しまして、休

日や夜間も要所、要所で連絡が取れる体制を更に強化しております。   

 また、後で検証しましたら、パソコンに小さなカメラをつけるインターネットテレビ電

話については、地震発生直後からずっと使えたということですので、これも導入を進めて

おります。 

 最後になりますが、ライフラインが非常に重要でした。水がなければ掃除もできないと

いうことで、工場の再開も非常に時間がかかってしまいます。そういうことで、給水車の
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手配ですとか、電力が今、不安定ですので、発電機を順次導入をしているところでござい

ます。 

 今回の震災への対応を通しまして、さまざまな方々に支えられて事業を成立させている

ということを本当に身をもって感じまして、感謝をしている次第でございます。皆様に感

謝をしまして私の説明とさせていただきます。ありがとうございました。  

○山口部会長 誠にありがとうございました。  

 個別の質問もあるかと思いますが、一通り４方から続けてお聞きした上で、質疑の場を

つくろうかと思います。 

 それでは、続きまして、飲料も大変大きな分野ですが、キリンビバレッジの戸叶様、よ

ろしくお願いいたします。  

○キリンビバレッジ㈱ 戸叶参考人 御紹介いただきましたキリンビバレッジの戸叶でご

ざいます。 

 資料では会社の概要を省略しておりまして、誠に申し訳ございません。キリングループ

の中にございまして、清涼飲料の製造・販売を行っている会社でございます。では、よろ

しくお願い申し上げます。  

 本当に未曽有の大震災となりました。亡くなられた方々の御冥福をお祈りいたしますし、

被災に遭われた方々には心からお見舞いを申し上げたいと思います。  

 資料２ページでございますが、地震が発生いたしまして、私どもも、まず社員の安否の

確認を始めていたのですが、この資料にございますとおり、当日の 17 時には災害対策本

部を立ち上げまして、社内の対応、社外の対応についての対策を始めました。その中で、

ここに書かれてありますとおり、行動指針を策定いたしました。企業活動の維持・継続が

重要ではございますけれども、その前に、人命の尊重、地域との連携を優先させようとい

ったことで、優先順位を決めて行動に移し始めました。  

 次のページをお願いいたします。３ページ目、製造関係で主にまとめてございます。お

陰様で、関東エリアにあります手前どもの自社及びグループの工場は甚大な被害はござい

ませんでした。ただし、倉庫の関係、それから委託の関係先の製造工場ではやはり被害を

受けておりました。 

 自社及びグループの工場自体は、当日、翌日、点検を済ませまして、13 日から既に動き

始める状態にはなりましたけれども、左真ん中にありますように、工場は稼働できている

ものの、資材の問題がすぐさま発生してまいりました。カートンですとか、レジン、これ

はペットボトルの材料になるものですけれども、それから、樹脂のラベル、樹脂のキャッ

プ、缶材、紙容器、次々とサプライヤー様から、在庫が足りない、製造ができないといっ

た問題が起こってまいりました。工場は動いているのですが、なかなか製造には至らない

といったところで、当時、社内の対策本部では「律速」という言葉が出てきましたが、本

当にボトルネックが出てきたなと、つくりたくてもつくれないといった状況が出てきたと

いったところがございました。  
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 これも新聞等でも発表されておりますが、３月 29 日にはキャップメーカーが共同で、

製造効率を上げるために白無地化したいというお申し出がありまして、今、各メーカーと

も協力させていただいている状況でございます。  

 右の方に目を移していただきまして、原料の問題です。調達関係では、手前どもはお陰

様で甚大な問題はございませんでした。ただし、こちらも御存じのとおりかと思いますけ

れども、３月 20 日には放射能関係での問題が出てまいりまして、野菜ですとか、牛乳の

問題、24 日には水道水の報道等がございまして、再確認に追われたといったところがござ

いました。 

 また、電気の供給問題でございますけれども、やはり計画停電につきましては影響を受

けた工場がございまして、３時間の停電というときに、前後３時間の調整が必要というこ

とで、合計９時間、工場の製造がストップしてしまう、稼働率に問題が出たところがござ

いました。制限の中で精いっぱい製造させていただいているところでございますが、ライ

フラインとして、水の生産には配慮をいただきたいところでございます。  

 今回、御依頼いただきました中で、苦慮した点、影響といったところがございました。

書いてございますが、実際、手前どもでは、製造品目の絞り込みをいたしました。また、

新製品等の発売中止・延期等も行いました。数を申し上げるのは大変恐縮なのですが、効

率を上げるため、量を確保するために半分くらいに製造品目を絞り込みいたしました。ま

た、特に春先、飲料業界は新製品が多い時期ではございますが、こちらも、新製品をほぼ

ストップせざるを得なくなったといったところがございます。幾つかは出しましたけれど

も、主力商品ですとか、やはりお客様になじみのある商品を提供したいといったことで、

新製品を中止または延期している場合がございました。  

 課題ということですけれども、かねがね品質重視といったことで原料調達を行ってまい

りましたが、品質、コストだけではなくて、安定的な原料、資材の調達が必要だといった

ことです。絞り込みだけではなくて、複数、エリアも考えた調達課題と考えております。 

 次に、業務の関係ということで、４ページ目に移らせていただきます。物流の問題がご

ざいました。３月 25 日から東北エリアでは出荷の再開をいたしました。それまでは配達

ができない状況でした。 

 その他ですが、受発注が混乱したり、荷受ができない、トラックの確保ができない等が

ございまして、本来は御注文いただきました翌日にお届けするといった方法を取っていた

のですが、１日余分にリードタイムをいただき、翌々日配送を余儀なくされたといったこ

とがございます。  

 また、被災の皆様への配慮といったことがございまして、テレビ広告につきましては、

AC 広告への差替えですとか、キャンセルをいたしまして、４月４日から一部再開をいた

しました。 

 また、営業関係でございますが、お得意先様をはじめ皆様被害に遭われておりますし、

自らの生命ですとか、家族の問題もございますので、実際には営業活動停止という形を取
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っておりました。４月１日からお得意先様のお見舞い訪問を含めて、ようやく営業が再開

できたといったところでございます。  

 それから、自販機の課題と書いてございますが、３月 14 日から省エネの協力といった

ことで、昼夜にわたりまして照明を停止といったことも行いました。また、当時、まだ寒

い時期だったのですが、ホットの商品をやめましてコールド販売に切り替えるといったこ

とで省エネの協力をさせていただきました。これも御記憶に新しいと思いますが、７月か

らは更に省エネに協力しようといったところで、自動販売機の輪番停止、冷やす時間を調

整しながらの輪番停止ということになりますけれども、更に節電対応をしていこうとして

おります。 

 影響、課題を２つ書かせていただきました。手前ども、品質方針には、安全で、お客様

に安心いただける商品、サービスを提供しますとうたっておりまして、勿論、安全な商品

づくりをベースとしてというのが前提ございますが、特に今、風評によりますお客様の不

安が増大しておりまして、お問い合わせが非常に多くなっております。具体的に書かせて

いただきましたが、３月 24 日には過去最高のお問い合わせの入電がございました。現在

でも昨年の２培にわたるお客様の問い合わせがございまして、こちらにつきましては、適

切な情報公開をしていきたい、お客様に安心いただける情報公開をしていきたいと考えて

ございます。  

 それから、先ほども申し述べましたが、配送のリードタイムが長くなってしまったとい

うことがございます。こちらにつきましても、安定的に製造するのは勿論なのですが、配

送トラックの安定的な確保もやっていきたいと思っております。こちらも製造できる段に

なりまして、トラックも確保ができないとお客様にお届けできない。ここでも物流の「律

速」といった言葉が出ておりまして、幾らつくってもお客様にお届けできないではないか

といったところから、トラックの確保も非常に重要な問題となってきておりました 

 次の５ページに移らせていただきます。今回お招きいただきました趣旨とは異なるのか

もしれませんが、支援活動につきましては、農水省に大変お世話になりましたので、お礼

も兼ねて御報告させていただきます。  

 当日の夜、多分、こちらの電話がつながらなかったということもあると思いますが、23

時ごろ、食品産業振興課様からお電話がかかってまいりまして、農水省が窓口になる、官

邸で一括集約した被災地からの支援要請について依頼をするので、是非応えてほしいとい

った御依頼が入ってまいりました。早速とりまとめていただきまして、翌日のお昼ごろに

は第１回目の依頼の FAX が入ってまいりました。ここにありますとおり、まずは宮城県

向けに２ℓ のペットボトル 3,840 ケースを手配させていただきました。実は、運ぶ手段が

なかなかなかったということもございますので、連日連夜にわたり、農水省にて様々な調

整をおこなっていただき、国土交通省、自衛隊、最後には米軍の御協力もいただきながら

配送手段を確保いただきまして、現地に支援物資をお届けすることができました。 

 手前どもキリングループとしましては、当初、３月 14 日に義援金３億円、当社の支援
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物資として飲料 20 万本と発表させていただいたのですが、最終的には、公的支援としま

して、農水省様からの要請分で 109 万本、その他 11 万本、５月９日現在で約 120 万本を

支援協力させていただいております。 

 こちらも余談になりますが、実は一度製造ができなくなりかけておりまして、１週間ぐ

らいラベルが入ってこないという時期がございました。そのときに、支援物資専用の製造

を計画しておりました。これも農水省から、できるのであれば是非といったことで、１週

間すべてつくって、35 万ケース製造協力しようということで考えてはおりましたが、逆に

ここで物流の律速といいますか、なかなか配送ができないといったことがございまして、

断念したといった経緯がございます。その中で、こちらの資材関係の供給が間に合ってき

たものですから、一般製品をつくらせていただきまして、こちらは一般市場で流通させて

いただきました。 

 最後のページになりますが、もう一つ、今回、御要請がございました事業継続プラン、

BCP プランでございます。手前どもは、新型インフルエンザの対応、それから、首都圏直

下型地震の対応につきましては、既にプランは策定済みでございました。ただし、今回は

中身が違い、それでは十分な対応ができないといったところがあるため、今、つくり直し

ている最中でございます。インフルエンザのプランがベースになりますし、当然、行政の

指示に基づかなければいけません。避難勧告等も考えなければいけませんし、従業員、お

客様等の動き方も見なければいけないといったところがございます。震災、電力、ＣＯ2

ですとか、電力量の削減につきましてはいろいろ検討していたのですが、今回のようなピ

ーク電力といったところの対応がなかなか不十分だったところもございますので、そちら

も改めて検討いたしております。  

 それから、さきに申し上げましたが、原発リスク、特に退避ですとか、行政の勧告を踏

まえた、最適なバリューチェーンを検討していかなければいけないといったところでござ

います。 

 また、文字がミスプリントで大変恐縮ですが、グローバル規模での危険分散がございま

す。先ほどのキャップは、手前どもは３メーカーとお取引がございますが、そちらの工場

が関東に集中していますと、こちらに供給ができないというところもございますので、海

外等のお取引ですとかを含めて、いろんなことを考えていかなければいけない状況です。 

 以上、まとめさせていただきましたが、今回、不幸中の幸いで大きな被害がなかったと

ころなのですが、逆に考えていなかったところで律速が発生しまして、つくれない、運べ

ないといったところがございました。現在はほぼ戻ってきている状況ではございますけれ

ども、今、ちょうど白キャップが出始めるといった時期でございますし、まだ混乱の時期

は続いております。BCP のプランも早急に練り上げまして、安心いただける商品を御提供

できる環境、体制をつくっていきたいと考えております。  

 以上でございます。  

○山口部会長 ありがとうございました。  
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 続きまして、流通のケースということで、株式会社イトーヨーカ堂の福田様、よろしく

お願いします。  

○㈱イトーヨーカ堂  福田参考人 本日は大変お忙しい中、お時間をちょうだいいたしまし

て、ありがとうございます。本日、私どもイトーヨーカ堂の大震災における状況と対策に

ついて御報告を申し上げたいと思います。  

 この場をおかりいたしまして、今回の大震災で多方面の皆様より多大な御支援をちょう

だいいたしました。本当に感謝を申し上げたいと思います。  

 次のページをごらんください。まず、我々イトーヨーカ堂は、今、セブン＆アイホール

ディングスというグループで行動しております。今回の大震災の後の店舗の営業状況でご

ざいます。 

 まず、セブン－イレブンが今、全店で約１万 3,000 店を超えております。その中で、震

災直後、お店が休業した店舗が約 600 店舗。先月の４月７日の段階では 60 店舗に減りま

した。そして直近の状況では 46 店舗。こちらにつきましては、やはり津波による倒壊等

が主たる要因でございます。  

 続きまして、ヨークベニマル。こちらは東北の地域で集中的に運営をしておりますスー

パーマーケットでございます。全店で約 170 あります。震災直後、そのうちの約 100 店舗

で営業ができない状況でありました。ほとんどがやはり震度６強の激震による什器の倒壊

等が原因でございました。そして、１か月後の４月７日の時点では、何とか休業店舗数 

10 店舗まで復旧ができましたけれども、直近の段階でも７店舗が休業しております。この

７店舗の休業要因としましては、津波というよりも原発の問題でございます。放射能とい

う部分で営業ができない店舗でございます。  

 そして、イトーヨーカ堂でございます。全店で 174 店舗ありますけれども、今回、震災

による被害が最も大きかった石巻あけぼの店につきましては、地震３時間後から、停電の

中、懐中電灯を使って、お客様に商品を販売しなくてはいけないということで、18 時ぐら

いから、真っ暗な中、店頭の入口で懐中電灯で販売をいたしました。お客様約 1,000 人以

上がお並びになられまして、そこから全店が営業したという状況でございます。  

 最後に、そごう・西武につきましては、今回の災害では一番被害がなかったということ

で、震災直後から全店舗が営業していたという状況でございます。  

 そして次ページ、今、北海道から中国地方までの店舗展開エリアでございます。東北だ

けで 10 店舗ございます。青森、岩手、宮城、福島ということで、青森につきましては、

八戸がぎりぎりまで津波が押し寄せてまいりましたけれども、何とかお客様も全員無事と

いう状況でした。宮城の仙台泉店、石巻あけぼの店、そして福島の平店、この３つが一番

被害状況が大きい店舗でございました。  

 次のページでございます。今回、震災直後から、我々小売業として商品をまず店頭に並

べなくてはいけないということで、何とかして東北の店舗に商品を供給しようということ

で、物流体制を対策本部の中で対応いたしました。東北エリアにおいては、全部で９つの
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物流拠点がございましたけれども、うち３つ、宮城の日用品センター、そして仙台の生鮮

センター、東北冷凍センターが今回、倒壊等の被災をしているということで、日用品と生

鮮品については、関東から直接東北の店舗に運びました。そして、冷凍食品につきまして

は、北海道と関東の二方面から車を用立ててお店に供給をしたという状況でございます。  

 次のページをご覧下さい。お客様の需要と商品供給の変化をこちらに記載しております

けれども、まず、震災直後の３月 16 日時点でございます。飲料、米、カップラーメン、

ヨーグルト、牛乳、こちらがお客様の需要が高かった商品でございます。この見方につき

ましては、お客様需要の通常対比は、通常、平時と比べたときに、約 30 倍ということで

ございます。お客様のニーズが 30 倍あったということでございます。それに対しての実

際の対応は、普段の 2.5 倍も供給しましたが十分な対応ができなかったということです。

ですから、通常 100 本売れているところが、お客様は 3,000 本欲しかった。でも、実際に

は 250 本しかお店には供給ができなかったという例でございます。お米についても、10

倍の需要に対して、約２倍しか店頭には並べることができなかった。カップラーメンも 1

4 倍に対して 2.7 倍。ヨーグルトが約６倍に対して、被災前と比較してもぎりぎりでござ

います。牛乳につきましては、1.8 倍に対して 1.2 倍の対応という状況でございます。  

 直近、５月１６日、先週の状況ですけれども、飲料水につきましては、商品の供給がま

だまだ完璧ではございません。お客様の需要が 1.8 倍に対して、我々はまだ 1.4 倍しか供

給ができていない。お米は、先月の段階で駆け込みの需要があったということもありまし

て、今月に入りましてお客様のお米の購入がぱたっと止まってしまいました。ですから、

お米については今、非常に厳しい状況でございます。カップラーメン、ヨーグルトについ

ては、お客様の需要も含めまして、ほぼ通常体制に戻ったという状況でございます。  

 そして、今、一番顕著な例は、東北の店舗と関東の店舗が全く売れるものが違うという

ことです。特に東北の店舗は、いわゆる「モノ不足」の状況で、売り手のマーケットに変

わっている。関東の方については、まだまだ買い手のマーケットですけれども、東北の地

域は今、何もない状況だということで、食べ物に次いで住居品のニーズが高まっています。

ですから、今、イトーヨーカ堂では、家電製品、家具製品の扱いは非常に尐ない状況です

けれども、東北の店舗にはいわゆる重家電まで、最優先で納入しております。家電、液晶、

洗濯機、冷蔵庫、ラジオ、家具、物置、工具、そういったものをすべて東北に供給をする

ことで、東北の店舗が前年対比で約 1.6 倍の売上げ状況でございます。一方で、震災とい

う点に関しては直接的な影響はないんですけれども、中でも関西エリアのほうが、若干消

費が落ち込んでいます。このように、今、東北の店舗、関東の店舗、関西の店舗、状況は

違います。 

 次のページですけれども、飲料水の参考例でございます。中央のグリーンのところが去

年の猛暑の夏の売上げでございます。去年の猛暑の最盛期の売れるときの売上げが、この

グリーンのピークでございます。それに対して、一番右の紫色の震災直後の売上げという

のは、これだけ波動があったということでございます。去年の一番売れるピークのときよ
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りも 1.5 倍以上の売上げがあった。商品があれば、まだまだ売れたという状況でございま

す。 

 そして、今回、お水につきましては、やはり放射能の問題がございました。我々は、お

子様をお持ちのお客様に対して、特に母子手帳をお持ちのお客様にはしっかりとお水を供

給しなくてはいけないということで、売場には当然、商品のお水は納品されていますけれ

ども、やはり１時間とか１時間半で売り切れてしまいますので、母子手帳をお持ちのお客

様には、私どものサービスカウンターで御提示いただければお水を販売いたしますという

こともやりました。お客様からも、こういうことは本当にうれしいというお声もちょうだ

いしております。  

 次のページでございます。今度は東北の店舗なんですけれども、今回、豪州のマグロの

お取引先様が、是非東北のお客様に鮮度の良いマグロを食べていただきたいというお話が

ありましたので、複数のお取引先様と協働でイトーヨーカ堂とベニマルの約 18 店舗、時

間は一日二回の 11 時と 15 時に、マグロ漬丼ということで、マグロを４切御飯の上に乗せ

まして、１回につき約 300～500 名のお客様に御提供いたしました。震災前はよくマグロ

は食べていたけれども、久々に食べたというお客様のお声もちょうだいしております。我

々としては、今までの感謝も込めて対応していこうということで行動いたしました。  

 それとともに、我々は地域のお客様同様に、東北の生産者、あるいはお取引先様も非常

に大事です。ですから、東北のお取引先様と一緒になって、東北の商品を全店で是非お客

様に PR をしたいということで、全店で４月６日～10 日まで、「がんばろう東北」フェア

第一弾を開催いたしました。これまでに計８回フェアを開催しております。実際にお客様

の反応も非常によく、震災前に東北のフェアをするときと比べまして、初回は約２倍の売

上げを上げることができました。お客様も、これは宮城の事業者のこの商品なので、とい

うことで、積極的に購入をしていただける方もおりました。こういうことも、我々として

も今後も是非積極的に協力をしていきたいと思っております。  

 最後のページでございますけれども、今回の震災で、グループ全体として、我々は、ま

ず、東北の店舗には商品を並べることを最優先にいたしました。関東のイトーヨーカ堂の

店舗よりも、まず、東北のイトーヨーカ堂やヨークベニマルの店舗に商品を並べよう、あ

るいは東北のコンビニのセブン－イレブンに商品を並べようということで、グループの中

で、例えば、お水であれば、グループの代表のバイヤーがメーカーと交渉いたしました。

ですから、お水であれば、セブン－イレブンの水のバイヤーがグループ全体の物量を交渉

いたしました。そうすることで、グループ間での調整がうまくいったと思っております。

とにかく東北の店舗にいち早く商品を並べようということで、供給することを心がけまし

た。 

 また、我々セブン＆アイホールディングスとして、約４年前からオリジナル商品のセブ

ンプレミアムというものをグループの中で立ち上げました。これによる、グループ間の 1

60 名のバイヤーが日ごろから情報交換をしておりましたので、こういう震災のタイミング
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でもいち早く情報交換をして、うちにはこの商品がないけれども、供給可能かというよう

な情報交換をすることで、何とかグループ間の震災への対応ができたと思っております。  

 最後ですけれども、我々は、お客様の御要望に対して、すべてを供給することはできま

せん。多様なお取引先様と行政の皆様方とチームマーチャンダイジングというものを進め

て協働していかない限りは、今後もお客様への対応はできないと考えています。ですから、

生産者様、あるいは調達の商社様、製造のメーカー様、包装のパッカー様、物流の卸様、

販売の我々小売という部分と地域の行政様との連携、皆様と一体となって我々小売業は「第

６のインフラ」として、しっかりと社会的な責任を果たしていきたいと考えております。 

 今回、グループのヨークベニマルの従業員も多くの人命を失いました。そうした今回の

震災における経験や対応を通じて、もっともっとグループとしてお客様に対して、そして

地域に対して貢献をしていきたいと考えております。 

 本日はお時間をちょうだいいたしまして、本当にありがとうございました。  

○山口部会長 大変にありがとうございました。  

 最後に、外食という側面と、それから、原料肉の加工という側面と、両方の大きな特徴

をお持ちの日本ケンタッキー・フライド・チキンの古賀様に御報告いただきます。よろし

くお願いします。  

○日本ケンタッキー・フライド・チキン㈱ 古賀参考人 こんにちは。日本ケンタッキー・

フライド・チキン株式会社の品質保証部門を担当しています古賀と申します。  

 私は、今回の資料についてはパワーポイントを使っておりませんで、ポイントだけ書か

せていただきました。補足内容については、ただいまから口頭で申し上げます。  

 まず、会社の内容ですけれども、ケンタッキー・フライド・チキンは 1,150 店、それか

ら、ピザハット 350 店、トータル 1,500 店を全国に展開しております。米国に本部があり

まして、２つのブランドで、外食として活動しております。  

 今回は、東日本大震災を通じて、食品産業、特に外食産業で遭遇した課題について御説

明したいと思います。  

 この大震災で我々の店舗も被災を受けました。東北地区、大体 80～90 店あるんですけ

れども、そのうちの 50 店舗が営業できなくなりました。しかしながら、２か月たってみ

ますと、現在では、仙台地区の３店を除いて全部が営業再開をしております。この渦中で

は、いつ復活できるのかなという感じはありましたけれども、２か月たってみると、意外

と早く復活できたなというのが実感です。  

 ３月 11 日直後の１週間につきましては、店舗の状況確認、社員、パートナーの安否確

認をしながら、被災していない店舗への食材、包材の納品、被災している地区への物流の

確保に翻弄されました。これは先に発表された３社様と一緒で、食品と包材を店舗に運べ

なかったという事です。 

 今回は、事業継続のために苦労した点について、外食として私どもの会社に問い合わせ

をいただきましたけれども、本日は、弊社の状況とともに、今回の震災を受けました東日
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本地区で弊社のメイン食材でありますチキンを生産していただいている会社の状況も併せ

て御報告したいと思います。  

 まず、私どもの会社の事業継続のために苦労した点ですが、製造面では店舗が停電して

おりましたので、調理器具が使えなかった為、調理器具の使用停止、その後営業中止とい

うことがありました。被災を受けている店舗は当然調理ができませんでしたが、被災を受

けていない店舗でも停電により調理ができませんでした。ただし、停電は割と早く復旧し

たように思います。その時点で営業できていた店舗は、店舗にあった食材の在庫を使って

炊き出しをやって、周辺の皆様に提供していたようです。  

 我々の会社は、今月、南三陸町を含め、東北地区の各地にまいりましてケンタッキー・

フライド・チキンとピザハットのピザを炊き出として供給させていただいていますが、来

月からは、私どもが属しています日本フードサービス協会が主体となって、吉野家さん、

モスフードさん、他の外食チェーン社と一緒に、合同で炊き出しをやろうという計画を持

っております。  

 それから、事業継続のために物流面で苦労した点ですが、やはり食材と包材が店舗に届

かなかったということで、販売制限と営業中止になりました。関東地区の倉庫は震災後１

～２日は商品を出せないということがありましたが商品を出荷できるようになってからで

も、今度は配送ができないということで、東北地域の店に届けるのに、山形・秋田経由で

北の方から持っていったこともあります。高速道路が使えるようになっても、まだ通行制

限があったので苦労いたしました。幸い今回の震災の被害で倉庫の食材・包材が全部喪失

されたわけではありませんので、商品はあるけれども、届ける手段が限られているという

状況でした。  

 それから、私どもの会社の事業継続計画ですが今、見直しをやっております。主要食材、

チキンがメインで、他にスパイス、揚げ油等々ありますが、今後は見直しをします。西日

本、東日本という区分けをしながら、西日本で発生した場合には東日本からヘルプする、

東日本で発生した場合には西日本からヘルプするということで、同じ商品について、２つ

の工場で生産できる体制をもっと強化して、素早く再開できるようにしようとしています。

運搬方法にも問題がありましたので、それに対してどう対処しようかということを考えて

おります。 

 行政に望むことですが弊社を初めとする外食業界の食材・包材の運搬用車両について、

緊急車両指定ということで今回やっていただきましたけれども、この申請手続の簡略化、

ないしは現段階でその候補を挙げておいて、その震災等非常事態になった時点で自動的に

緊急車両であるということを承認いただき、すぐ通る事が出来るようにすれば、今回みた

いに、１週間、10 日間遅れることはないんではないかと思います。  

 以上が私どもの会社の状況ですが、振り返って見ると割と早く復活できたかなという気

がしておりますが、我々にとって重要なのはチキンの生産者であり、ここが多大な影響を

受けました。私どもの供給元は東北に３社ありますけれども、そこに聞き取りを行いまし
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たので、以下に報告をいたします。この内容は資料の２ページ目になります。  

 まず、事業継続のために苦労した点で、製造面では鶏の加工場と、鶏を育てる鶏舎が停

電により、鶏舎の換気、給水、給餌が停止し、淘汰という表現をするんですが、鶏が餓死

したり、屠殺しなければいけなかったということがありました。それから、停電によりチ

キン処理工場の生産停止がありました。 

 軽油不足ということでは、鶏舎関連トラックの運行制限と中断がありました。農場の鶏

を処理工場に持っていくんですけれども、その運搬手段もないということがありました。

屠殺する工場ですので、残渣が出てまいります。これの中には毛とか内臓とか、いろいろ

あるのですが、これもレンダリング工場に持っていかなければいけません。これの運搬用

のトラックの燃料もなかった。それから、包材等々についても、メーカーから処理工場に

入らないので、つくってはみたものの、それを包装することができないということがあり

ました。 

 それから、ガソリン不足による影響としては、チキン処理場の従業員の送り迎えのバス

のガソリンがないということがありました。なおかつ、従業員も工場に来られないという

事態もありました。  

 Ａ重油不足による影響ですが、工場ではボイラーを使うためのＡ重油がなかなかなくて、

チキン工場、孵卵場、レンダリング工場も大きな影響を受けております。  

 LPG につきましては、寒い時期でもありましたので、鶏舎の暖房をしなければいけない

のに熱源もなくて、制限されたということです。  

 停電、軽油不足、ガソリン不足、重油不足、LPG 不足と、燃油についてはだんだん枯渇

していきました。皆さん苦労しながら燃油を調達したものの肝心のブロイラーの卵、ひな、

鶏を育てることができずに、みすみす餓死させたり、屠殺したということがあります。そ

の数に関しましては、私どもの関連するブロイラー会社でも 10～100 万羽を殺さざるを得

なかったという状況です。 

 御存じのように、ブロイラーというのはひなから 50 日間ほど飼育して、体重が３㎏ほ

どになるのですが、その 50 日の間に今回のように 10 日以上も水なし、暖房なし、餌なし

という状況になりますと、ブロイラーは餓死するしかありませんでした。極端な例えです

けれども、人間が１年の５分の１、約２か月を食事なし、水なし、暖房なしで過ごすこと

ができるのかということと同じことです。  

 今回、ブロイラー飼育で一番ダメージを受けたのは停電だったと聞いております。鶏舎

では、餌のタンクからモーターで給餌ラインに餌を流します。水も水のタンクからモータ

ーで給水ラインに流します。なおかつ換気用の大型ファンも電気を使い、暖房に使う LPG

も、充填する場合には電気が必要ということで、鶏舎関係でいいますと停電の影響が一番

大きかったという結論になっています。  

 被災地でガソリン不足が当初続きましたが、伝え聞くところによりますと、ガソリンを

満載したタンクローリーは被災地に向かったものの受け入れ側のガソリンスタンドが停電
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でポンプが動かないために下ろすことができなかった。よって、高速道路のパーキングで

多数のタンクローリーが待機していたということも聞いておりますので、電気をいかに復

旧するかということがポイントではなかったかと思います。  

 他の工場同様、ブロイラーの工場も重油不足がありましたけれども、数カ所の工場を持

っているところは、１か所の工場に重油を集めて、何とか私どものチキンをつくっていた

だきました。 

 物流面で苦労したところですが、同じように原料運搬用、製品運搬用のトラックの燃油

が手当てできなかったということで、手当てできるようになっても、高速道路が通行でき

ないので、本来４～５時間で行けるところに１日かかるということがありましたので、こ

の辺が問題だと聞いております。  

 今回はフード・コミュニケーション・プロジェクトのネットワークで緊急車両指定の情

報をいただきましたので、すぐに取引先に紹介しまして、緊急車両指定を受けた後はスム

ーズにいったと思います。  

 ３社の事業継続計画の見直しですが、ここからは３社から聞き取った内容を統合したも

のです。やはり自家発電機は工場経営者含めて増設する必要があるなと思います。 

 新たな提案としましては、鶏糞燃料発電所。バイオマスの発電所ですが、今稼働させて

いるところがありますけれども、これを東北地方でも検討しようという意見がありました。 

 更に餌が入荷しなかったことで飼育中の鶏が死んでおりますので、餌の代替供給ルート

を確保すると言われておりました。 

 特に今回お話をしたいのは、鶏糞燃料発電所（バイオマス発電所）ですが、国内のブロ

イラーの３大産地には、九州の宮崎、鹿児島、岩手があります。この中で宮崎と鹿児島に

ついては、もう既にバイオマス、鶏糞を使った発電所が稼働しております。３大産地の一

角を担う岩手県については、まだ設置されておりません。東北に設置されておりませんの

で、これを機に、東北地区に鶏糞を使った発電所をつくって、緊急時にも平時にも使える

ようにしたらどうかという意見がありました。菅首相も、バイオエネルギーの比率を将来

的に 20％まで高めるという構想も発表されておりますので、バイオマス発電の中で一番メ

リットがあるブロイラー鶏糞を使った発電所を何とかやってみたいという意見がありまし

た。この件に関しては農水省にも御協力をいただければと思っております。  

 このバイオマスエネルギーの特徴ですがリサイクル型の典型で、農場から出た鶏糞を発

電所で燃焼させて発電します。このときに灰が出てきます。その灰は、窒素、リン、カリ

ウムを多く含んでおりますので、肥料として農作物をつくることができます。それに、飼

料用米をそこでつくれば、飼料用米をブロイラーが食べて、そこでできた鶏糞を使って電

気を起こして、その鶏糞をまた肥料に使うという循環型の典型的なシステムになっており

ますので、これは我々も産地も含めて、今後強化していきたいと考えております。  

 あとは、餌の供給について、飼料工場は原料の調達を海外から輸入しますので、大型船

舶が接岸できる港湾にあります。今回、津波で石巻、釜石、仙台等々が被害を受けました。
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これについても、太平洋岸だけではなくて、日本海側、西日本からの調達ルートを確保す

るというのが事業継続計画の中に入っております。  

 あとは、要望ですけれども、先ほど申し上げましたように、自家発電機を工場ないしは

鶏舎に増設する場合の補助金制度の創設、もしあるとすれば増額、それから、バイオマス

発電所の設置に関する申請手続の簡略化、それから、補助金の増額等々をお願いしたいと

思います。 

 以上です。 

○山口部会長 ありがとうございました。  

 非常に急遽のお願いの中で、すばらしく分析的な御報告をいただけたと思います。４方

の御説明が終わりましたので、皆様から御質問等あれば、いただきたいと思います。御質

問内容に加えて、どなたへの御質問かも明示しつつ御質問いただければと思います。それ

では、どうぞ。  

○山根委員 主婦連合会の山根と申します。  

 震災後、首都圏のスーパーの棚からものがなくなるという状況がしばらく続いていたか

と思います。不安が不安を呼んだことによる消費者の買い占めというのも問題視されたと

思いますけれども、商品が品薄になったということは、それぞれに個別の理由があるので

はないかと思います。原材料がなくなったのか、包装材なのか、印刷に問題があったのか、

物流が途絶えたのか、物によってそれぞれの理由があると思うんですけれども、個別の商

品ごとの生産の事情とか、そういったことは、例えば、時系列とかいった形で整理をされ

て、とりまとめたりをされているのか、できればイトーヨーカ堂さんにお伺いしたいんで

すけれども、そういった作業をされていたならば、そういったところからわかったことが

あれば教えていただきたいと思います。  

 それと、山崎製パンさんには、パンも一時、いつ行っても空っぽのような状態が思い浮

かびますけれども、パンなどは保存食品でもございませんし、そんなに買い占めというこ

とでもなかったのかなと思いますけれども、これは被災地に届けることを優先したとか、

そういったこともございましたでしょうか。それも伺えればと思います。  

○山口部会長 ありがとうございます。  

 震災時の需給逼迫の部分について、流通の観点から、もう一つ、具体的にパンという商

材の観点から、どういう原因でああいう状態になり、また、どんな手が打たれたかという

ことについての御質問かと思います。まず、イトーヨーカ堂さんからお願いいたします。  

○㈱イトーヨーカ堂  福田参考人 ありがとうございました。  

 今の御質問の内容でございます。私どもも、震災から２日、３日ぐらいの段階で、お店

に供給をする共配センターが関東だけでも４つありますが、その共配センターが、自動倉

庫ということもありますけれども、そこが倒壊をしてしまったということで、倉庫にもの

があっても出せないような状況と、もう一つは、お店の発注システムの部分でシステム上

のトラブルもありまして、計画通りに店舗まで商品を納入できない状況もございました。  
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 それとともに、メーカー様の方から商品がトラックで運ばれてきても、倉庫が商品を出

すことができない状況なので、入荷がまずできないという状況でした。ですから、いち早

く店舗に商品を供給するためにも、倉庫にある物をできる限り早く、特にライフラインと

しての水、カップラーメン、そういったものについては、お店の数量要望ではなくて、あ

る一定の数量を優先してお店に納品するというような状況で、震災後、約１週間はお店の

発注をすべて止めて、本部の方ですべて外注という対応でお店に入れさせていただきまし

た。メーカー様も、一部、商品を絞り込んだということもありますけれども、店頭には 6

0％ぐらいの商品しか並んでいない。特にお水やお菓子、カップラーメン、レトルトの米

飯、そういった商品の売場が非常に品薄な状況になっておりました。 

 そして、尐しずつこの商品が落ち着いてきだしたら、今度はヨーグルトとか納豆が売場

にない。そのときに、我々スーパーとして非常に反省をしたのは、例えば、ヨーグルトで

あれば、今日、１店舗に 100 パックしか入らないものを、朝一度に出したということです。

それで１時間で売り切れてしまった。そうなると、お客様が毎日開店と同時に一斉に来ら

れます。その商品がなくなってくると、売場が空いてしまうんで、お客様が焦り出す。我

々としては、お客様に対して、できる限り売場が空いている時間をつくらない、お客様に

事前に PR 等するなどの対応で、朝昼晩と、その数量自体を調整をして売場に出すという

ことも心がけるべきだったのかなと途中で反省をいたしまして、事前に数量にお客様に提

示をして、１日５回、この時間に 100 個ずつ売場に出しますよということをお伝えをする

ことで、売場の商品が一遍になくなることがその時点から防げるようになって、次第に集

客が平準化をされてきたかなと思います。それまでは朝の客数が２倍、そして夕方は半分

になるというような毎日の状況でしたけれども、我々はお客様の心理というものをしっか

りと考えていきながら販売を継続をすべきだったと反省をする面もございます。 

 以上でございます。  

○山口部会長 ありがとうございます。  

 山崎パンさん、お願いします。  

○山崎製パン㈱ 伊藤参考人 私どもの資料の６ページをご覧下さい。一番大きな影響は計

画停電でした。３月 14 日から始まりましたが、14 日は停電するぞと言われていたので、

停電対応の生産工程を組んでいたのですが、結局、停電はありませんでした。空振りにな

ってしまい、その分、その日は生産能力が落ちています。次の日からは、日々４工場ずつ

ぐらい計画停電が回ってきまして、その工場の生産能力は 50％程度まで落ちていました。

３月いっぱいぐらいで、合計で 40 回近く停電がございました。この影響が１つ大きいと

いうこと。 

 あと、お店におきましても、私どもの営業から聞いた話ですと、やはり買い占めがござ

いました。朝一番で並ばれて、パンを袋いっぱい買われたり。お店の方でも、１人１斤ま

でとか、いろいろやられたようですけれども、お客様からのお問い合わせについても、そ

ういう内容が結構多くございました。  
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 あとは、原材料と包装資材の不足がございました。原材料は、例えば、乳製品ですとか、

油脂などつくっている会社が複数ございますので、被災されていない会社に原料を転換す

ることによって乗り越えました。それはぎりぎりだったんですけれども、もう尐し続いて

いたら、多分、それもなくなって、違う原材料を使わなければならないという事態が起こ

るところでした。  

 そうすると、どういうことが起きるかというと、ＪＡＳ法の原材料表示に関わってきま

して、表示どおりのものをつくらなければいけないわけで、１品でも抜けたり、違うもの

を使ったりしたらだめなわけです。当時は超法規的な措置で、被災地ではものがないです

から、違うものを使っていいですよとなりましたが被災地に送っているものは、関西でつ

くっていましたから、そちらでつくったものはだめなのです。そういったことから使える

原料をぐっと絞り込みましたので、尐し生産能力に影響しています。ただ、それは数量的

には大きな影響にはなっておりません。一番大きかったのは、先ほど言いましたように、

計画停電と買い占めと私どもは見ております。  

○山口部会長 ありがとうございました。  

 今の全体をまとめてみますと、まずは需要と供給のバランスが極端に崩れるという側面

があって、先ほど、イトーヨーカ堂さんの数字の中にありましたけれども、普段の何百倍

にも需要が膨らんでしまう。これは心理的なことも含めて、メーカーサイド、消費者サイ

ド、両方でもってそういうことが起きにくくするにはどうしたらいいかというのを考える

必要がこれからに向けてあるだろう。そういうふうにするためにも、行政がどう関わるか、

あるいはメディアの力も大きいと思いますけれども、その辺の課題をこういう辺りから引

っ張り出すということが大事なんではないかと思います。  

 その上で、今度は、仮に需要がそんなにめちゃくちゃにならないとしても、供給ができ

ないという場合には、御質問のアイテムごとに千差万別の状況があるわけですが、大きく

分けると、まず、生産設備がやられれば、当然生産ができなくて供給不足になるわけです

けれども、仮に生産ができるとしても、そこへの原材料の供給、包材も含めて、実は、各

メーカーで包材がそろわないというのが非常にウェイトとして大きかったんです。原材料

がしっかりそろわないということで生産ができないという場合もありました。  

 それから、そういうものもそろって生産ができたとしても、今度はエネルギーも含めて、

あるいは道路事情含めて、運べないという状況が次にありました。  

 それから、仮に運べるとしても、受注をお得意さんから受けるのに、IT システムがやら

れてしまって、それがうまく機能しなかったということで品ぞろえができなかったという

側面もあるだろうと思います。  

 これから、それぞれ個別の商品ごとに、今回のこういう問題でカバーできなかったこと

をどう解決していくかというのをここから引っ張り出していくんだろうと思います。今、

最後の方で、例えば、包材などについて、非常に各社困った、通常の法規制どおりにやっ

ているととてもできないというときに、今回は行政からもいろんな例外的な措置を講じて
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いただいて、こっちの工場ではつくれないけれども、向こうでならつくれる、その場合に

食品表示が違ったりするわけですけれども、そういう部分も一時的には認めるというよう

な特別措置もいただいたりしました。そういうことも含めて、非常時には官民でどういう

ふうにしのぐかという知恵出しをし、それを実際に実行に移していくということが、時間

との勝負でもありますけれども、非常に大事なことだろうと思います。  

 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。  

○古谷委員 山根さんと部会長の発言と重なる部分もありますが質問させてください。４

社から食料の安定供給と復興活動への非常な御努力を伺いましたが、買い占めとか、風評

被害の問題などで、消費者側の適切な行動がなされていないという実態がある中で、消費

者側には理由があるわけですけれども、やはり消費者の協力を得る必要があります。今、

官民一体となって、消費者も含めて一体となってやらなければいけない中で、先ほどキリ

ンビバレッジさんから消費者の風評に関する問い合わせが増大して、情報公開をされたと

伺いましたが、もう尐しそのお話を具体的にお聞きしたいのと、ほかの３社が消費者の行

動に対して、何か特別な取組みをされたのであれば、その取組みを具体的にお伺いしたい

と思います。よろしくお願いいたします。  

○山口部会長 それでは、まずはキリンビバレッジさんからお願いいたします。  

○キリンビバレッジ㈱ 戸叶参考人 情報公開ということで、一部のお話になりますけれど

も、やはりお客様が気にされていますのが製造場所、どこでつくっているんですかという

お問い合わせが当然入ってまいります。それから、賞味期限。賞味期限というのは、震災

の前なのか、後なのかといったところを含めてお問い合わせが入ってまいります。それか

ら、原材料、どこのものを使っていますかと、こちらも産地を気にしている。日本国内で

あれば、どこの県ですかといったところまでお尋ねをされています。  

 それから、もう一つありましたのが、特に水の問題で、粉ミルクに使えますか、軟水で

すか、硬水ですかといったところが非常に大きな問題として入ってまいりました。  

 お問い合わせについてはそれぞれ答えておりますし、必要なものはホームページに掲載

をしよう、ここについては事前に掲載しなければいけないのではないかということで、手

前どもですと「東日本大震災に関するお知らせ」に出している場合もございますし、ホー

ムページのお客様相談室のＱ＆Ａに掲出することもございます。２通りのやり方がありま

すけれども、特に多い内容につきましては、あらかじめ見られる環境にしておこうという

考えがございます。ただし、皆様がすべてホームページをごらんになるわけではございま

せんし、お問い合わせ、ほとんど電話でございますので、いただいたお問い合わせについ

ては丁寧にお答えしようとしております。 

 それから、製造場所、製造記号です。飲料関係は製造記号という形で、具体的にどこと

は書いてございません。今までは電話でお問い合わせをいただいた場合にお答えするとい

った方法を取っておりましたが、その他の加工食品メーカーでは出しているところがござ

いますので、自社内で判断いたしましてあらかじめホームページに最低限のものは出そう
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と決めました。５月に入ってからですけれども、ホームページで掲出する形を取っており

ます。商品に関わる情報を全て出しているわけではないかもしれませんけれども、お問い

合わせに応じて、必要なものは外に開示していこうといった姿勢を取らせていただいてお

ります。 

○山口部会長 ありがとうございました。  

 消費者への情報開示、あるいは情報のコミュニケーションといった観点で、ほかの３社

から何か補足等ありましたら、どうぞ。よろしいでしょうか。  

 それでは、ほかに御質問、どうぞ。  

○藤田委員 茨城中央園芸の藤田と申します。  

 イトーヨーカ堂さんとケンタッキーさんにお聞きしたいんですけれども、イトーヨーカ

堂は、被災地応援というところでは非常にありがたいと、産地含めて思っているんです。

ただ、茨城県では、３月 19 日、ホウレンソウの放射能汚染の発表がありまして、それ以

降、関東圏の野菜が、ホウレンソウ以外のものが軒並み市場から返品という状況が多かっ

たんです。特に水戸管内でも、ホウレンソウは勿論、出荷取り止めという形でやりまして、

それ以外にも、３月末から４月上旪、場合によってはサツマイモとか、そういったものま

で出荷自粛というか、数を決めて出してくれという状況があったんです。今でも価格が、

千葉産含めて非常に低迷しているという状況なんです。  

 そういう中で、いろんな被災地応援のイベントがあるんですけれども、放射能汚染の、

安全ですというテレビのアナウンスがあって以降、安いところを前提としたような売り方

をやっているような気がするんです。今、稲作含めてやっていますけれども、農業資材か

ら、包材含めて、肥料もまたここで上がってくるというようなところがありまして、契約

野菜栽培はまた別としまして、今後、市場の委託販売での価格の決め方も、もう尐しコス

トを見るような、市場流通の関係の方を含めた上での被災地応援を、イトーヨーカ堂さん

を含めて、価格設定をある程度見ながら売ってもらえればというところを是非お願いとい

うか、その辺の考え方を含めてお聞きしたいところが１点。  

 もう一点、ケンタッキーさんの飼料用というところで、バイオマスをやった場合に、電

気料の単価などはどうなのかなというところなんです。私も以前、海外から安い飼料を持

ってきて、野菜含めて、輸入物を海外から手に入れて、国内ですべて、いずれ沼とか池と

か、井戸水含めて、地下水含めて汚染していくというのを変えるためには、こういう仕組

みは非常に先見性があると思うんです。そういった意味で、これは非常に優れているなと

思ったんですけれども、バイオマスエネルギーを考える場合に、電気料含めて、エネルギ

ー含めて、コストが余りに上がったのでは不安かなと思うんです。その辺のところをお聞

きできればと思います。 

○山口部会長 それでは、まず、イトーヨーカ堂さんから、食材の被災地応援という意味

でのキャンペーンと、コストというか、価格の関連について。続いて、ケンタッキーさん

からは、同じことと、同時にバイオマスについてのコストの単価問題でしょうか、それぞ
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れコメントいただければと思います。  

○㈱イトーヨーカ堂  福田参考人 まず、野菜の件でございますけれども、放射能の報道が

ありまして、その直後に茨城県産のレタスも一部、消費者から声がありました。ただ、こ

れに関しては、生産者の方も、自主検査という形で、そういう検査を率先してやっている

ところもございました。ですから、我々としては、まず、消費者に対して安全・安心なも

のを提供をすることが前提でございますので、自主検査の結果等を確認をしながら、その

商品について双方で価格を決めてまいります。  

 我々としても、この茨城県産のレタスはこういう栽培をしています、というような表示

をしております。ただ、価格と実際の売れ行きのバランスも一方で、我々は考えなくては

いけない。双方にとってプラスになるような、両方のバランスをとって我々は決めました。 

 我々としては、生産者様という部分と一緒に、お客様に対して御理解がいただける、も

っと情報の提案をしていきながら、お客様もメリットがあって、我々もメリットがあって、

当然生産者様にもメリットがあるということも考慮して、今後とも取り組んでいきたいと

思います。 

○山口部会長 ケンタッキーさん、どうぞ。  

○日本ケンタッキー・フライド・チキン㈱ 古賀参考人 まず、原料の野菜の件ですが、私

ども、主に使っているのはレタスとキャベツです。この中には茨城県産もあります。関東

近辺だと調達は全部カット野菜メーカーにお願いしています。おのおののメーカーが独自

に安全確認をされたものを我々は仕入れています。やはりお客様から、どこの野菜ですか、

どこの肉ですかという問い合わせはあります。その場合に、我々は「出荷制限がかかって

いないものについては原則使います」というお話をして、むやみやたらに不安をあおらな

いようにしようということを社内合意しております。  

 それから、価格については、私どもは直接関わっておりませんので、カット野菜メーカ

ーがどういう価格で買ったかわかりませんけれども、私どもが仕入れる価格は変わってお

りませんので、安くならなかったのかなという気はします。  

 それから、バイオマスの発電料については、おっしゃるとおり高いです。高いので国の

政策として、バイオマスでつくった電気については、ある程度高くても買うということを

検討していかなければならないと思います。この電力を平常時は売電しながら使っていき、

非常時に備えるということが重要です。発電所自体が努力しても、今の段階ではとんとん

ではないと思います。まだ日本に数基しかありません。インドでは大規模のバイオマスの

発電所ができたとか、オランダではオランダ一国の鶏糞を集めて発電所をつくるとかいう

計画もありますので、大型化すれば、ある程度コストはダウンできるのかなと思います。  

 それから、飼料用米のお話もありましたけれども、これの価格も高いのが現状です。今、

補助金が 10 アール当たり８万円、それから、稲わらで１万 5,000 円、それをもらってや

っと合う値段です。しかしながら、人が食べる米に比べて収量が２倍ぐらい取れますので、

合理化、収量の最大化等々をやることによって、飼料用米を使えるようにしたというのが、
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今の段階です。 

 なおかつ今後、アメリカから輸入する穀物についても、世界各国の取り合いになるだろ

うという予測のもと、今日本が輸入している量の、例えば、10％、20％、30％まで飼料用

米を使う事も現在では研究しており、各農協や弊社のブロイラーメーカーにお願いして、

徐々に進めていこうとしている段階です。  

○山口部会長 ありがとうございました。  

 大分時間を経過しました。４方への御質問はこの辺でよろしいでしょうか。  

 それでは、大変急遽なお願いで４人の方にお忙しい中、参加をしていただき、また丁寧

に御質問にお答えをいただきました。４社、ここで退席をされますが、我々全員でお礼を

申し上げたいと思います。誠にありがとうございました。（拍手） 

（参考人退室）  

○山口部会長 それでは、３月 11 日の前のところまでで皆様方にあれだけ集中的に議論

していただいて、ある程度、将来方向についてのまとめができているわけでありますが、

それに加えて、例えば、今回のレビューに沿って、そこから課題を抽出をし、それをどう

この間までの原案につけ加えられるか。あるいは冒頭に大臣からもありました、これから

日本全体として、いろいろな大きいテーマについての課題、議論がされますが、そこから

の方向づけから何をつけ加えればいいかどうか、そういったことを念頭に置きながら我々

はまとめをすることになるかと思います。その意味で、ここで資料に沿って「食品産業の

将来方向」の議論に入りますが、まずは事務局から簡単に、そうした経緯も含めて御説明

をしてもらいます。  

○新井食品産業企画課長 食品産業企画課の新井でございます。  

 今、部会長、それから、冒頭、大臣から御説明をいたしましたので、簡単に経緯と内容

について御説明させていただきたいと思います。  

 本日、資料１と２という形で用意をさせていただいております。資料１が、中ほどから

下に赤枠で囲んでございますけれども、「３月時点での起草委員会の取りまとめ案」でご

ざいます。これは、前回、12 月 13 日に食品産業部会におきまして、素案を具体的にとり

まとめるための、いわゆる起草委員会、尐人数のグループをつくるということにつきまし

て、皆様の御了解をいただきました。  

 これを受けまして、起草委員会に立候補いただきました西辻委員、三村委員、石渡委員、

根本委員、柴田委員に御協力をいただきまして、２月１日に起草委員会を開催いたしまし

て御議論をいたしました。  

 この中で、資源循環型社会といった、いわば環境の対策のところが尐し足りない。それ

から、食品産業事業者による、いわゆる技術開発、イノベーション、それから、ビジネス

モデルといった付加価値を生み出していくといったところについて、尐し足りないという

御議論をいただきまして、起草委員会の方々とメール等でやりとりいたしまして、素案を

つくらせていただきました。それを各委員にお送りをいたしまして、３月に一応の起草委
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員会のとりまとめをいただいたところでございます。それにつきましては、この５月にも

再度御意見をちょうだいいたしまして、文章の適正化、それから、御指摘いただいたもの

については盛り込んだということでございます。それが資料１でございます。  

 その後、３月 11 日の東日本大震災を受けまして、今、まさに４社の方からいろいろお

話がございました。被災地、それから、全国で食料をどういうふうに安定供給していくか

といったこと、それが今まで「食品産業の将来方向」でまとめてきたものとどのような関

係にあるのか。ある面で非常に強化し、あるいは加速化していかなければいけないのでは

ないかということで御意見をちょうだいいたしまして「起草委員会意見」という形でまと

めさせていただきましたのが資料２でございます。タイトルといたしましては「東日本大

震災を契機に浮き彫りとなった我が国の食品産業の課題と取組方向」ということで、３枚

ほどの資料もまとめさせていただいているところでございます。  

 当初、起草委員会といたしましては、資料２の内容を食品産業の将来方向の付言という

形で報告書のとりまとめをするのではないかということで５月の冒頭は考えていたところ

でございますけれども、冒頭、大臣が御説明をいたしました政策推進指針が５月 17 日に

出ております。それにつきましては、参考資料という資料の束がございまして、そちらの

参考資料１に入れておりますので、お目通しをいただきたいと思います。「政策推進指針

～日本の再生に向けて～」でございます。  

 具体的には４ページでございまして、昨年の６月から本部会で御検討いただいておりま

す食品産業の将来方向につきましては、新成長戦略及び事前に閣議決定されました食料・

農業・農村基本計画の中で策定をすることになっていたわけでございます。  

 しかしながら、この大震災を受けまして、日本のこれからの再生に向けての再スタート

をするということでございまして、その新成長戦略自体が５月から検討を再開するという

ことでございます。  

 中身につきましても、質的転換を要するもの、あるいは目標を堅持するが工程を見直す

もの、目標・工程とも堅持するもの、新たに取り組むといったところで、いろいろな角度

から夏までに検証して、年内に具体的な像を提示することになっているところでございま

す。冒頭、大臣から御説明をいたしましたけれども、その中に位置づけられ、あるいはそ

れと密接に関連をするという形のものとして、エネルギー、海外市場の開拓、国と国との

絆の強化に向けた戦略、これは主として TPP でございますけれども、それと関連いたしま

す農林漁業の再生戦略といったものにつきましても、いろいろな形での見直し、検討を行

うことが決定されたところでございます。  

 これを受けまして、昨年来御議論いただいておりますけれども、この食品産業の将来方

向につきましても、このような大枠の方向ときちんと整合を取った形で作成をしていきた

いと考えておりますので、今の段階では、３月時点での起草委員会取りまとめ案、それか

ら、今回の震災で浮き彫りとなった課題ということでございますので、またしかるべき時

期に再度御議論をいただきまして、とりまとめという形にしたいということでございます。 
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 事務局からの提案はそういうことでございまして、本日はそれも含めまして御議論いた

だきたいと思っているところでございます。  

 資料１につきましては、２月以来、何回もお目通しをいただいておりますので、ここで

の御説明は省略をさせていただきたいと思います。  

 資料２につきまして、簡単に御説明をさせていただきたいと思います。これは、本日の

ヒアリングをお願いした企業の方からいろいろお話がございましたけれども、今回の震災

で浮き彫りとなった課題、それを踏まえまして、きちんと重視し、あるいは注目して取り

組んでいく方向ということで、現時点で簡潔に整理をさせていただいたものでございます。 

 １ページの１の（１）の中に「ただし」というパラグラフがございます。この中で、今

回、まさに緊急支援物資の提供等、被災地に対する食料供給と、それから、被災地以外の

方々への食料の安定供給ということでは非常に顕著なものがあったと考えております。ま

さに安全な食料を安定的に供給していくという国民生活の根幹を成す役割を食品産業は担

っているということを広く再認識をされたということだと思っております。  

 さはさりながらということで、事業継続が困難になった事例、その結果として、消費者

の食料安定に対する動揺等が広がった。先ほど山根委員からもお話がありましたけれども、

そういういろいろな事例も見られたということでございます。  

 具体的な制約といたしましては、下の方に生産面での制約、流通面での制約と書いてお

ります。これは先ほど部会長がおっしゃった点と重複いたしますし、まさにその点が今後

の制約だと思っておりますので、ここでの説明は省略をさせていただきたいと思います。  

 ２ページにまいりまして、そういうことを考えますと、調達、生産、配送、販売といっ

た各局面におきまして、事業活動を継続していくいろいろな課題が浮き彫りになったとい

うのが今回の非常に広範囲にわたる震災の影響ではないかと思っております。今後、各社

とも BCP の策定、あるいは見直しといった形で事業活動の持続性を向上させるための取

組みをなさっていくことと承知をしておりますけれども、この中で一番の課題は、効率性

の追求とのバランスを取りながら、どうやってリスク分散をしていくかということではな

いかと考えております。 

 それを（２）に具体的に幾つか書かせていただいております。BCP の見直しに既に入っ

ていらっしゃる、まさに先ほどヒアリングをされた会社等もございます。実は、食品企業

は、アンケート調査等によりますと、２割ぐらい、まだ BCP を策定していない企業もい

らっしゃいます。こういう方には BCP を速やかに策定していただきたいということです。

これからの BCP の見直しに際しましては、国内外を視野に入れた、今回問題となった調

達、生産、配送、販売といったフードチェーン全体にわたって、やはりきちんと見直しを

していただかなければならないのではないかと考えているところでございます。  

 その中で、まさに今回、フードチェーンということも問題でございましたけれども、や

はり１事業者ではなかなか解決できないという問題があることも浮き彫りになりました。

今、規制緩和の話、それから、飲料ペットボトルのキャップの標準化の話もございました。
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「例えば」というところで書いてございますけれども、包装資材等関連物資に関する標準

化・規格化をしていく、それから、フードチェーンを総合的にとらえた緊急連絡体制を取

っていく、それから、在庫を融通し合う協定をつくっていくということで、各事業者が協

力をしながら進めていくことがこれから更に必要になってくるのではないかと考えている

ところでございます。  

 「また」というパラグラフでございますけれども、今回の震災においては、食品表示や

通関といった面で規制の弾力化を行わせていただきました。これにつきましても、実際は

皆様方の要望があって、その都度やっていたというのが実情でございます。これにつきま

しても、災害時における食料供給の確保を図る観点から、不測の事態をみなして、あらか

じめどういうことが必要になってくるのかということをきちんと私どもも頭の整理をして

いかなければいけないのではないかと考えているところでございます。  

 それから、２番目でございまして、原子力発電所事故の影響を受けまして、日本での生

産流通のみならず、海外でも日本食品の規制が非常に広がっております。海外では今、38

カ国となっておりますけれども、40 か国近くが日本食品を何らかの形で規制をしていると

いうことでございます。「食品産業の将来方向」の検討の中でも、アジアの新興国を対象

に海外市場を開拓していくというのが成長の大きな目ということで議論してまいりました

ので、これに関して、きちんと日本ブランドの再構築を図っていく、これも官民一体とな

ってやっていくことが必要なのではないかと考えているところでございます。  

 起草委員会の意見ということで、このようにまとめていただきましたけれども、本日の

ヒアリング、それから、皆様の今回の震災でのさまざまな経験等を踏まえて、更に追記す

べきこと、あるいは修正すべきところがございましたら、よろしくお願いしたいと思いま

す。 

○山口部会長 ありがとうございました。  

 それでは、今の説明に関して、あるいは前段の４社からの浮き彫りになった課題、ある

いはその対応についても、先ほどの議論で大分出てまいりましたが、加えまして、ここで

議論しておいた方がいいという点があれば、どなたからでも結構でありますので、どうぞ。  

○西辻委員 西辻です。 

 先ほどの４社の方々からの意見を踏まえてなんですが、資料２に追記した方がいいので

はないかということが１つありまして、それについて説明させていただきます。  

 ２ページ目の２番の「海外市場展開に当たっての前提条件の回復」の後ろの方に「その

第一歩として、まず、海外市場に向けて今般の事故及びこれに対する我が国の対応並びに

日本食品に関する正確な情報提供に地道に取り組み」というところがあるんですが、先ほ

どの話を踏まえまして、特にイトーヨーカ堂様の野菜の件に関しまして感じたことがあり

ます。日本のブランドを海外にアピールしていくために、第一として正確な情報提供とい

うことがあったんですが、恐らく日本国内の消費者の方々に対して、日本の野菜を改めて

安全なものであるという信頼を回復してからでないと次に行かないのかなと思っておりま
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すので、日本ブランドの信頼回復というところには、日本の消費者に対して、まずは信頼

回復をしてというふうに入れておいた方がいいのではないかと思っております。  

 それに関してなんですが、先ほど藤田様から、今回、市場で野菜の値崩れが起きている

という話があったんですが、消費者の感覚からすると、私、この記事を読んでいたときに

は、応援する意味で買うと書いてあったので、そうなのかなと思っていたのですが、先ほ

どのキリンビバレッジ様の問い合わせの電話から感じたことでいくと、やはり背に腹は代

えられぬというところで、安いから買っているんだろうなと感じる部分がありましたので、

やはりそこの部分で信頼が崩れているのかなと思いました。その点に関して、最初に戻り

ますが、日本の信頼回復を入れておいた方がいいのではないかと思います。  

○山口部会長 日本ブランドの確立のために、まずは海外に向けて以前に国内でもそうい

った安全に関する消費者の信頼を獲得するためのいろんな努力が要るだろうという御指摘

かと思います。事務局、何かコメントありますか。  

 今の関連ですか。どうぞ。  

○三村委員 今おっしゃったことは確かに正論だと思います。ただし、私も中国からの留

学生を何人も教えております。彼女たちは、大地震が起こった後に慌てて中国に帰りまし

た。大学が始まりましたので、親の反対を振り切ってきたと言っています。彼女たちが何

を言ったかというと、中国では、日本からの情報がほとんどなくて、海外からのメディア

がものすごく広がっている。その影響がありますから、親たちからすると日本全体が危な

い、そういう印象を持っていたそうです。彼女たちは日本のことをよく知っていますから、

親を説得し、説得し、振り切ってきたということです。 

 先ほどのケンタッキーさん、あるいはイトーヨーカ堂さんも、恐らくそういった御事情

をよく御存じだと思いますので、その話ももっとやっていただければよかったかと思うん

です。確かに日本の中には危険なところはある。しかしながら、安全なところもある。し

かし、日本全体が危険であって、非常に危ないというイメージを世界中に広げてしまった

のは一体なぜかということをきちんと検証していった方がいいと思います。それは、基本

的には先ほどの風評ということですし、リスクコミュニケーションができるのか、できな

いのかということでございます。また、企業のベース、業界のベース、基本的には国のベ

ースで、きちんとした情報発信をしておかないと、一旦ああいう形で海外メディアが広げ

てしまったマイナスイメージは、そう簡単に解消することはできないということがありま

すから、「官民挙げて」という表現で私は結構だと思ったんですが、基本的にはリスクコ

ミュニケーションという概念をもう尐しきちんと捉え、広報体制を構築しないと、こうい

う形で一旦広がった日本ブランド全体に対してのイメージを回復するのは難しいかもしれ

ないと思いました。是非そのことをやっていただきたいと思っております。  

○山口部会長 私も全く同じ印象を持ったんです。たまたま４月末に EU との経済連携の

話でイタリアに行っていたんですけれども、街中で昼飯を食べていたらば、顔を見るなり、

日本人、大丈夫と。つまり、一般の人の感覚は、日本列島はほんの１点でしかなくて、と
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てもその中を線引きしたりできる状況ではない。もっとひどいと、日本と韓国も区別がつ

いていないという人もいっぱいいるわけであります。これは引っくり返すと同じで、例え

ば、チェルノブイリが起きたときに、我々はどこでそういう線引きができていたかといっ

たら、とてもではないけれども、できないわけでありまして、したがって、そういうのは

庶民感覚として世界共通だろうと思うんです。そうすると、そういうものできるだけなく

していくためには、官民勿論ですけれども、草の根から政府レベルに至るまで、あらゆる

レベルでもって、あらゆる努力を積み重ねる。それによって、そういうものがだんだん理

解されていくという努力を積み重ねるしかしようがないと私は思います。  

 さっき別のところでメディアの話をちょっとしましたけれども、そういう場合に、勿論、

我々個人個人の力もあるんですけれども、それに比べるとメディアは非常に強い力がある

わけでありまして、メディアがそういうことを考えながら情報をしっかりとグローバルに

も伝えていく、その役割を大きく担っているだろうと思います。我々もそういうところへ

働きかける必要があるなと、つくづくそのときに思っておりました。全く同感であります。  

 どうぞ。 

○根本委員 根本でございます。  

 多分、最初の「安全な食料の安定的な供給」といったところに入ってくればいいんだと

思うんですが、今回、生産流通システムが余り大きな有事がないことを前提につくられて

いることを痛感したわけです。その上で、日本がこんなことになってしまうんだろうかと

思う一方、電気が切れれば、その時点で流通システムが止まるということは、これは想定

内のことだったわけです。そういうことを踏まえて、次の有事もあることを前提にしてお

かないとならないですね。有事があるというのも変な言い方ですけれども、何かあること

は前提にしておかないとならない。  

 そうすると、フードチェーンというものが有事に対応できるようなものにしていかない

とならない。例えば、電気に関して何かバッファーを持つとすれば、それは当然、投資が

必要になってきます。あるいは免震構造の物流センターを持つことも、当然それは投資が

必要になってくるわけです。そのことに対して、お金を使っていかざるを得ないだろうと

考えるわけです。それはどこまでが民間でやって、どの部分は一定程度、国の支援がある

のかということを考えていかないとならない。そこのところをもう一度見直すんだという

視点が尐し入ってもいいかなという気がいたしました。  

 以上です。 

○山口部会長 先ほどの４社の御報告の中にもあったと思いますけれども、レビューの中

からかなり共通してあったのが、サプライチェーンが切れてしまう。切れた場合に、つな

ぐ別のチェーンが想定できていればいいわけで、つまり、そういう意味で、あらゆる原料

調達から販売に至るまでのところの、消費者までのところのチャンネル・チェーンをでき

るだけ複数化をしておくということが大事だと思うんです。その具体例が随分先ほどのレ

ポートの中にあったと思うんです。それをそれぞれのプレーヤーが一生懸命、自分の仕事
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の関連でつくっておく。これを民のベースではとても負い切れないことが、制度としてで

きてくれないとまずいという部分があるわけで、その部分はやはり行政にお願いするんだ

ろうと思います。  

 その中に、工夫、知恵でもってできるソフト的なことと、それから、今、御指摘のよう

に、そうは言ってもお金がかかるという部分があるわけで、その部分については、それぞ

れのプレーヤーができる範囲であれば、それはそれぞれの設備投資の中でそういうことを

考えるんでしょうし、それが日本社会共通のことで、しかもそれをやっておく必要が非常

に大事だという場合には、さっきどなたかが補助金制度の話などをされていましたけれど

も、そういう要素を行政なり、政府が制度化をすると、こういうことをやるということで

はないかと思うんです。そういう要素をこの中にどういうふうに整理をして盛り込むかと

いうことだと思います。 

 どうぞ。 

○渡辺委員 今のお話、全く賛成でございますし、部会長がはっきりおまとめになったの

で、あえて言うことはないのかもしれませんが、我々自動車業界も今回はサプライチェー

ンが大変傷んだわけです。そういう意味で、同じことを４社の方々もおっしゃっていて、

民民の中でうまくサプライチェーンを再構築するという知恵や工夫を出さなければいけな

い。それは今、部会長もおっしゃったように、複社発注をするとか、あるいは代替生産が

可能なような設計、あるいは開発をしておくということも大変重要なことだと思いますし、

いざというときのエマージェンシーなストックをどういうふうに持つか、この３つの方法

をどう組み合わせるかということが大変重要だと思います。  

 そういうことを考えたときに、今回の震災が１つの大きなきっかけになるチャンスであ

ると私は思います。東北地方の大変不幸な震災に遭ったところを１つのモデルとして、全

地域という意味ではなくて、例えば、食品産業のある品目だとか、あるいは特定の地域に

特区を設けて、民民が連携を取ってうまくできるケース、それから、部会長がおっしゃっ

たように、それだけではできないところを官がしっかりと支えてもらえるようなやり方、

例えば、規制緩和もそうでしょうし、あるいは特別な地域をつくって、そこで上手に何か

をつくっていくとかいうのを国指導でやっていくことを強く訴えて進めた方がいいのでは

ないかという気がいたします。食品産業の開発から生産、販売、流通、サービス、一気通

貫で、この地域ではうまくまとまっていくよというモデルケースを是非つくっていったら、

これは農業全体の改革につながっていくのではないかという気がいたしますので、そのこ

とを尐し記述をしていただければというのが１点でございます。  

 ２つ目は、先ほどの４社の方々の中で、ケンタッキー・フライド・チキンの方の最後に

行政に望むことが書いてありましたけれども、３社の方も多分、もっともっと言いたいこ

とがあるんではないか。今回の震災をきっかけにして、行政がもう尐し積極的に手を出し、

足を出してやらなければいけないことは何かということをもう尐し浮き彫りにされたらい

かがか。ここでは、規制の弾力的運用とか、ちょっと生ぬるい表現だなという気がいたし
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ますので、ヒアリングをたくさんしていただいて、民側から見た、あるいは消費者側から

見た、行政としてやった方がいい、それがかなりリスクを回避することになるとか、ある

いは消費者にとって、とてもいい条件が出てくるというようなことを尐し浮き彫りにして、

積極的に農業改革を行政サイドもやっていくんだという姿勢を出していただきたいと思っ

ておりますので、以上２点、よろしくお願いします。  

○山口部会長 ありがとうございました。  

 ２点目は私も全く同感でありまして、さっき新井課長の説明の中に、言われて、そうい

う対応をしたけれども、今度は先回りするぞというお話があったんで、十分そういうこと

を考えてくださっているなと思った次第であります。  

 それから、モデル特区の考え方というのは、確かに経団連で幾つかの試案が進んでいま

すけれども、それの食品業界版はどういうふうに考えられるんだろうかという発想は必要

なような気がします。ありがとうございます。  

 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。  

○佐竹委員 フードサービス協会の佐竹です。  

 有事の際といいますか、安全な食料を安定的に供給するということで、我々の仕事の重

要性を再認識されたわけですけれども、我々食をあずかる者として、今回、被災地の方に

食物を提供するということがいかに地域社会にしっかりと勇気を与えるものであるかとい

うことを実感した次第であり、まさに我々は基本的な生活インフラであり、また重要なラ

イフラインであるということを十分に自覚して、今後、その視点を核として事業経営を続

けていきたいということがまず基本でございます。  

 それから、ちょっと細かいことですけれども、資料１の 12 ページの３項目の「合理的

なフードチェーンの構築」の最後のところに、食品事故発生時の迅速・効率的な回収、適

切な表示等を図るため、食品の入出荷記録等のトレーサビリティを確保するということが

あります。我々外食産業としては、平成 16 年にトレーサビリティ構築に向けた外食産業

ガイドラインを策定していまして、業種・業態や食材・食品の供給、調理システムの実態

に即した実質的な取り決めを進めているところであります。今後ともこうした取り組みに

努めてまいりたい。トレーサビリティ制度については、我々外食産業としては、このよう

な実質的な取り組みを支援する方向で対応していただきたい。 

 それから、９ページの「行政の果たすべき役割」の最後のところに、各省庁が関係行政

機関間の連携を強化する旨の記述があります。連携は重要なことですが、例えば消費者庁

行政については、消費者の利益に重点が置かれて、ともすると食品産業育成の視点が欠落

しかねない。農林水産省、特に総合食料局には、食品産業の事業活動の視点から是非、他

省庁への対応をお願いしたい。 

 それから、資料２の「東日本大震災を契機に浮き彫りとなった我が国の食品産業の課題

と取組方向」ですけれども、ここでは特に２ページの原発の問題です。原発事故に伴う食

品事業への影響と行政の対応ということでして、特に政府には、飲食物の摂取に関する放
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射性物質の基準について、科学的根拠に基づいたリスク評価と、的確なリスク管理を求め

るものである。また、信頼のおける「原発事故の収束に向けた工程表」の明示とか、放射

能のモニタリング体制の整備、輸出証明書の迅速化などを求めるものであります。 

 それから、「第１食品産業に期待される役割」とは「国産農林水産物の最大需要者とし

て国内農林水産業を支える」と位置づけている。また「第３食品産業が目指すべき方向」

では、３つの視座のひとつに「地域起点」とあります。したがって、「付言東日本大震災

を超えて」に、「農林漁業との連携による被災産地の支援と風評被害の防止」を記述して

いただいたらどうかという提案です。  

 以上です。 

○山口部会長 ありがとうございます。  

 どうぞ。 

○小瀬委員 ハウス食品の小瀬でございます。  

 具体的な内容から尐しずれるかもしれませんけれども、幾点か感じることを申させてい

ただきたいと思います。 

 まず、リスクの再設定と申し上げたらいいのかどうかわかりませんけれども、今回、い

ろんな中で「想定外」という言葉をよく耳にしたわけでございます。今回の教訓と今後の

対応で、我々が１つ重要だと認識しなければならないのは、従来のリスクという部分をも

う一度再評価することと同時に、まず、スタートのリスクの精度をより高いものにしてい

くということが私は大事なことではないかと思っております。なぜなら、設定リスクのレ

ベルを上げることが、言葉を変えれば、リスクマネージメントのスタートであり、キーで

はないかと思います。観点を変えれば、我々企業系、あるいはマーケティングというのは、

お客様を正しく知ることがスタートだと感じているわけでございます。そういう意味では、

設定のリスクのレベルをより上げることが打ち手の精度を決めると感じるようなところで

ございます。  

 そういう意味では、内容から入りますと、震災で浮き彫りになっております２の１ペー

ジの下段にあります制約につきましては、起草委員会の意見の中でほぼ課題はとらえられ

ているんではないかと認識はしております。私ども生産者の企業レベル、あるいは BCP

という視点から見まして、あえて３項目に絞りますと、１つは保管拠点の問題、２番目に

は戦略的整備の問題、３番目には原材料調達の問題と感じさせていただいておりますので、

その中でお互いにリスクの再設定ということにより、ケアをしなければならないと思って

おります。 

 ２点目、簡潔にまいります。スピードのある事項と申しましょうか、心配はないと思い

ますけれども、今日ありましたような震災復興と日本再興への取組みという問題が最優先

であり、そして重要なテーマでということの大前提は賛同するわけでございますけれども、

片方で検討が行われています食品産業をめぐる諸条件の問題に関しましては、震災後も何

も変化しておりませんし、むしろ時間経過の中でより進行しているととらえるべきかなと
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認識をさせていただいております。そういう意味では、現在まとめられている課題と対応

の方向の中で、項目については取捨選択しなければなりませんけれども、早々にアクショ

ンプランに置き換えることも、私は大変重要ではないかと思いますし、そのことが復興再

生にもつながるんではないかという認識を持たせていただいております。  

 ほかにもありますが、要望だけ簡単に申し上げます。海外の問題につきまして、起草委

員会の意見の前提条件の回復についてでございますけれども、ブランドの復活の話がある

わけでございます。言葉じりをとらえるわけではないですけれども、一緒になって、第一

歩とか、地道な取組みというのがあるわけですけれども、現実問題はもっとスピードを上

げて、この問題については対応を具体的に行動に移さなければならないという温度で見て

いるところも多いんではないかと思いますので、この辺の表現につきましては、よりそう

いうスタンスに立って表現すべきではないかということを感じさせていただいております。 

 以上であります。  

○山口部会長 ありがとうございました。  

 どうぞ。 

○大野委員 青果市場の関係でお話をさせていただきたいと思います。私もこの将来方向

を見せていただいて、極めて広範囲な内容が盛り込まれているのは理解しておりますが、

内容がいろんな分野にまたがっているもので、是非とも別の機会に内容を絞って、卸売業

界に具体的な取組みの提言をしていただければ、より前に進めることができるのではない

か。 

 特に青果では、食品産業の方々と常にパートナーを組んでいるわけでございますので、

その役割は十分、私ども食品産業としての農林水産業、車の車輪で言えば、私どもは車軸

の役割としては大ロット流通で果たしていると自負しております。その機能を果たすため

には、卸売市場としては、国産の青果物を消費者に提供するという、特に社会的使命を負

っておりますから、小売りからの視点も十分活用しながら、在庫も十分ストックがあり、

当然、私ども青果卸売市場として、北から南まで、全国隅々にネットワークを有している

わけでございます。  

 災害にかかりましては、物量、品質、あらゆる面の注文に応えられるような体制作りを

できるような話し合いを進めさせていただき、そのネットワークを是非とも、皆さんが活

用していただけるように、海外の生産物から国内の生産物、あらゆる面の情報を提供する

ことで、食品産業のお役に立ちたいと考えておるところでございます。是非そういう面の

具体的な部分に入っていただければというのが今の実感でございます。そういう中で、産

地と情報交換しながら、卸売市場があらゆる情報をストックして、情報を発信できるので

はないかということが盛り込まれてくれば、役に立つのではないか。卸売市場からの意見

としてそういうことを申し上げたいと思います。  

 最後になりますが、震災における各卸売市場は、国民への青果物の安定供給という社会

的使命が勿論あるわけでございますので、そういう面の機能を発揮する中で、風評被害に
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よる値崩れの問題が出ております。卸売市場では、そういう風評被害があって価格で出な

いという状況がございました。そういう中で、公の中間事業者としての本来の役割、機能

をできるだけ果たしたいということで、今、そういう面の再構築に向けて努力していると

ころでもございます。いろんな業界の方がここにお見えでございますので、そういうこと

をお願いしたいと、以上が内容でございます。 

○山口部会長 ありがとうございました。  

 皆さんから多岐にわたる御意見をちょうだいしました。大分時間を経過しておりますが、

それでは、最後にどうぞ。  

○大塚委員 すみません、一言だけお願いします。東日本大震災という有事の後でござい

ますので、とうしても議題が有事対応に集中するようなことがあるかと思います。大変大

事なことであり、しっかりと対応策をとる必要がございますが、同時に、今こそ食品産業

そのものの問題をしっかりと展開をしていくべきと考えます、有事が表面立たせた問題と

いうのは、やはり日本の食をどうやって守るのか、どうやって新しい日本の食を創るのか

という大きな課題であったような気がいたします。ですから、有事の際の対応より、被災

を受けた産地の復旧などの課題にしっかりと取り組んでいきませんと、東北エリアの産物

がいつの間にか消えてしまうという状況を食品スーパーマーケットに席をおく者として大

変心配をしています。足元の調達では、輸入品で代替えしなくてはならないということで

動いているわけなのですが、これが続きますと、２年～３年経つうちに被災地の産品が全

部輸入品になってしまうという心配もございます。  

 今、業界を取り巻く中には、西日本の産地の食材を回せば良いのではないかというぐら

いに割と気軽と言えるような対応状況が多く見られるものですから、もう一度、食品産業

の本質的な部分をしっかりと積み重ねるということが大事ではないかと考えます。  

また、流通の過程の中で生活者もそうですが、特に小売業を中心としたそれぞれの企業

が商売をする上でのリスクという概念が薄いような気がしてならないわけでございます。

商品そのものに瑕疵がないのに返品を平気でするケースが多々見受けられれます。問題は、

商品を仕入れることには、リスクが伴い、販売するにはそのリスクがあるのだということ

をいろいろ考え、受け止めていきませんと、食品産業全体として、なかなか育っていかな

いのではないかという気がするわけでございます。  

○山口部会長 ありがとうございました。  

 例えば、TPP の関連でもって、農林水産業の問題が３月 11 日以前から随分ありました。

ただ、そういうことに対して答えを出していこうとすると、現実がいろいろ組立てがあっ

て、そのしがらみでなかなか思い切った手が打てないという面もあったと思います。今回

の東北のことを考えると、そういう問題に対して、構造的に、抜本的に、最もよさそうだ

という衆知を集めて、そこからいい答えを出し、新しい構造をつくっていく。それは生産

体制もそうでしょうし、流通機構もそうでしょうし、消費者とのいろんなやりとりもそう

だと思います。そういう意味では、これを１つの節目にして、原点から考え直す機会にな
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るわけでありまして、まさに今、おっしゃられたような部分についての答えを、今回しっ

かり我々が具体論として取り組んでいけば、そういう可能性を秘めているのではないかと

思います。そういう意味では、今度の将来方向の中にも、そういう部分がどう入れられる

かということも１つのこれからの検討課題かと思います。  

 よろしいでしょうか。それでは、大変に活発な御意見を広範囲にちょうだいいたしまし

て、ありがとうございました。将来方向のとりまとめについては、冒頭の鹿野大臣の方向

づけ、あるいは事務局からも提案がありましたとおり、今後、政府でもって新成長戦略、

あるいはエネルギー、海外市場の開拓、農林水産業の再生戦略、食品産業に密接に関連を

する戦略の再設計、再強化ということが政府レベルで検討されますので、そこからの方向

を踏まえて、この将来計画に盛り込む。同時に、今、御議論いただいた今回の震災の中で

我々が具体的に得られた課題に対する答えをどう入れ込むか、そういったことを引き続き

検討しながら、今日、冒頭に大臣は、しかるべき時期にとおっしゃっていましたが、政府

からそういった基本骨格について出てくる、それを踏まえた中身の検討を我々自身もした

いと思います。  

 そういう意味で、今回、食品産業の将来方向について、もう尐し私どもは時間の猶予を

いただけたわけでありますが、３月時点で検討した中に、３つの視座というのがありまし

た。「消費者起点」「グローバル起点」「地域起点」、こういったものが不可欠であるこ

とは間違いありませんが、今日の議論の中にもつけ加えるべきことはないかという議論も

ありましたけれども、政府の方針も含めて、そういったものがあるかどうかもこれからの

検討課題に入るわけであります。それから、恐らく、食品業界のこれまでのことを考えま

すと、グローバル化を図っていく、その一翼を担う企業群と、ほかの産業と同じで、そう

いったところと、それから、国内で中小企業が事業活動を地元産品の活性化をしながらや

っていくと、この双方相まって食品産業全体が活性を帯びていく、更なる成長をしていく

ということをこの中で考えていくんだろうと思います。  

 そうしたことを念頭に置きながら、更に今度の震災を念頭に置きますと、事業の持続性

の向上のためにはどういう取組みがあり得るか、あるいは海外マーケットへの展開につい

ても、今までにはない視点、前提条件が必要になってきますので、そういったものの回復

ということもその中に入れ込んでいく。これは我々当事者がそれぞれの視点からしっかり

と検討していくと同時に、行政にイニシアチブを取ってもらい、そのための基本骨格づく

り、方向づけを私どもはこの将来方向の中で形づくっていきたいと思います。  

  

「食料・農業・農村政策審議会食品産業部会食品リサイクル小委員会」  

における議論開始について（報告） 

 

○山口部会長 以上で本日の１点目の議題についてはおおむね論点をカバーしたと思いま

すので、２点目に移らせていただきたいと思います。２つ目の議題は「食品リサイクル小
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委員会」の議論開始ということであります。関連する資料の説明を事務局からお願いをい

たします。 

○矢花食品環境対策室長 食品環境対策室長の矢花でございます。  

 説明をさせていただきます。お手元の資料３をお願いしたいと思います。時間が短いの

で、大変失礼ですが、割愛をさせていただきますけれども、お開きいただきまして、目次

の次の２ページ目、食品リサイクル法でございます。平成 12 年に成立しまして、約 10 年

たっているわけでございますけれども、まだまだいろいろな中身を整備しながら進めてい

るところでございます。中ほどにございますように、関係者の責務ということで、食品関

連事業者、消費者、あるいは行政の役割が求められているわけですけれども、左側の食品

関連事業者（製造、流通、外食等）の皆様に、発生抑制、それから、リサイクルに取り組

んでいただいているということでございます。  

 その進み具合等が３ページ目、あるいは４ページ目に、その中で出てきたループという

ものがございます。これは時間の関係で割愛をさせていただきたいと思います。  

 ６ページ目をごらんいただきたいと思います。今回、食品リサイクル小委員会を部会の

下に設置をして開催をさせていただきたいということでございまして、この食品リサイク

ル小委員会は随時必要に応じて開催をすることになっておりまして、現時点では休止とい

いますか、委員は任命されていない状態になってございます。  

 今回お諮りしたいものが６ページでございますけれども、黄色い四角の中の一番上の○

でございます。19 年に法改正をいたしまして、ごみのリサイクルを進める以前に発生抑制

をする、これが一番大事ではないかということであったんですけれども、なかなかそこが

うまく進んでいないのではないか。２行目になりますけれども、業種、業態ごとの特性が

いろいろあって、なかなか把握することが難しい。この中で、個別の発生抑制の目標を設

定してはどうか。しかしながら、逆に、２行目の最後の方ですけれども、そういった目標

設定が産業活動の制約にならないように、そういった配慮もすべきというとりまとめをし

てございます。  

 これにつきましては、21 年度から定期報告という形で、事業者の皆さんから詳細なデー

タをいただいておりまして、これを踏まえて、この基準というものを検討してはどうかと

結論づけられております。真ん中に式で書いてあります発生原単位は、廃棄物の発生量を

分子にいたしまして、売上高、製造数量等で割って出す。売上げが伸びれば発生量も増え

るとか、製造数量が増えれば、どうしても廃棄物が増えてしまう。営業活動に伴います増

減を調査しまして、実際、発生抑制が原単位レベルでどのぐらい進んでいるのか、こうい

うものをデータに基づいて追いかけていこう、今回はそれについての目標値を定めてはど

うかということでございます。  

 これについて、定期報告が 21 年度、22 年度の２か年分、3,000 を超える業者の方から

いただいたものを今、整理をしているところでございまして、これをベースに実態の発生

抑制の取組み、実際に取り組んでおられる事業者の取組み等も併せまして検討して、この
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基準の設定について詰めてまいりたいということでございます。  

 ７ページ目でございますけれども、今、申し上げましたようなことを検討内容として考

えておりまして、２番の検討スケジュールでございますが、この食品リサイクル小委員会

において、本年夏ごろから年度内を目途に検討し、とりまとめをし、それを本部会に報告

をしていただくということを考えております。  

 参考のところに書いてありますように、規則によりまして、部会長が必要があると認め

るときに委員を指名いたしまして、小委員会に調査審議をさせることができることになっ

ておりますので、こういった議題について検討するために、この小委員会の委員の任命を

お願いし、小委員会を開催させていただきたいということでございます。  

 以上でございます。  

○山口部会長 ありがとうございました。  

 ただいま、最後のところの話にありましたように、この検討については、専門的な見地

から、食品リサイクル小委員会において調査、審議を進めていただくということでありま

す。 

 小委員会の委員については、部会長が指名することになっておりますので、お手元に「食

品リサイクル小委員会専門委員（案）」というのがあるかと思いますが、そこにお示しを

する方々に検討をお願いしたいと思っております。いかがでしょうか。  

（「異議なし」と声あり）  

○山口部会長 ありがとうございます。  

 それでは、このメンバーにお願いをすることにいたします。  

 本来ですと、先ほどの説明に関して、どうしてもこの場で審議に先立って御質問等があ

ればという時間を設けるべきなのでありますが、ぼちぼち予定の時間に来ております。し

たがいまして、小委員会でのとりまとめ結果については、本部会に報告をしていただきま

すので、その場でそうしたやりとり、議論ができるかと思いますので、よろしくお願いを

申し上げます。  

 なお、お配りをしましたこの委員の案については、本日の出席委員限りの資料となって

おりますので、お取扱いのほど、よろしくお願いを申し上げます。  

 本日は、予定しました２件、これで終了であります。誠にお忙しい中、長時間丁寧な御

議論をいただきましてありがとうございました。  

 それでは、進行を事務局にお返しをいたします。  

○土居政策推進室長 ありがとうございました。  

 今後の食品産業部会の日程でございますけれども、今、説明していただきましたように、

食品リサイクル小委員会を７月をめどに開催いたしまして、年内には本部会に諮らせてい

ただきたいと考えてございます。  

 それから、「食品産業の将来方向」につきましては、何度かもう御説明いたしましたけ

れども、幾つかの関連する方針の方向が見えましたところで、しかるべき時期に御意見を
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ちょうだいいたしましてとりまとめることにしたいと考えてございます。  

 どうも本日はありがとうございました。  

 

閉  会 


